
平成 27 年度 第 10 回一関市総合計画審議会 

次  第 

日 時：平成 28年２月 24 日（水）13：30～15：30 

場 所：なのはなプラザ３階一関市民センター大会議室 

１ 開 会 

２ あいさつ 

  会長あいさつ 

  市長あいさつ 

３ 議題 

 総合計画（基本構想及び前期基本計画）の計画書（案）について 

【資料№37】（当日配付）分野別計画の重点施策について 

 【参考資料】序 第１章 総合計画とは 

 総合計画後期基本計画「主な指標」の平成 26 年度末時点の状況について 

【資料№38】総合計画後期基本計画「主な指標」一覧 

 平成 28 年度予算について 

【資料№39】（当日配付）平成 28 年度予算のポイント 

 総合計画実施計画（Ｈ28・Ｈ29・Ｈ30 年度）について 

一関市総合計画実施計画書（Ｈ28・Ｈ29・Ｈ30 年度） 

 新市建設計画事業の進捗状況について 

【資料№40-1.資料№40-2】（当日配付）新市建設計画事業の進捗状況について 

 総合計画審議会委員からの意見への対応 

【資料№41】（当日配付）総合計画審議会委員からの意見への対応 

４ その他 

５ 閉会 
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第10回総合計画審議会【資料№37】

○　分野別計画（仮）重点施策について

①　まちづくりスタッフ会議で選択した重点施策について、完成した前期基本計画の項目に合わせ着色しています。

②　まちづくりスタッフ会議で協議していた際の項目と変更がある場合はまちづくりスタッフ会議時の「施策の展開」に記載しています。

③　第２分野については事務局で案を作成しました。

№ 施策№
施策の
展開№ 施策の展開

施策の
展開№ 施策の展開 （仮）重点施策を選択した理由

1 1 魅力ある農林業と担い手づくり 1 魅力ある農業と担い手づくり

2 2 農業生産基盤の整備と担い手育成 4 農業生産基盤の整備と担い手育成

3 3 農業の有する多面的機能の発揮 3 農業の有する多面的機能の発揮の促進 農業の生産環境を整備することで、担い手にとって魅力ある農業となるため

4 4 農村コミュニティの活性化 6 農村の総合コミュニティ化

5 5 農林水産物の生産、販売支援 2 人が喜ぶ農林水産物の生産・販売支援
消費者が喜ぶものを作ることで販路が拡大し、生産者の所得が安定する。そのことで農業の
魅力が向上し、担い手、新規参入につながるため

6 6 森林の適正管理と利活用 7 森林の適正管理と利活用

7 7
地域木材の資源エネルギーとしての活
用

5 地域木材の利活用の促進

8 8 森林と市民との関わりの創出 8 森林と市民との関わりの創出

9 1 工業の振興

10 2 ものづくり人材の確保と育成 現在及び将来、地域を担う人材を育成することが産業の発展に欠かせないため

11 3 地域内発型産業の振興
これまで一関が築いてきた産業インフラを活用して、地域産業イノベーションを図る必要がある
ため

12 4 企業誘致の推進

13 1 商業、サービス業の振興 1 中小企業の振興

14 2 商店街の活性化

15 3 活力ある商業の振興 地域に根ざした三次産業の振興を図る必要があるため

16 1 関係機関との連携による就業支援 地元への就業を促進するとともに、定着への支援の必要性が高いため

17 2 勤労者福祉の充実

18 3 能力開発と人材育成

前期基本計画決定後 まちづくりスタッフ会議時

1-1
農林水産業

1-2
工業

1-3
商業・サービス業

1-4
雇用

1
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№ 施策№
施策の
展開№ 施策の展開

施策の
展開№ 施策の展開 （仮）重点施策を選択した理由

前期基本計画決定後 まちづくりスタッフ会議時

19 1 観光資源の発掘及び活用 一関の観光資源の情報発信と周辺市町村とのネットワーク構築が必要なため

20 2 体験型観光の振興

21 3 受け入れ態勢の整備

22 4 骨寺村荘園遺跡の活用

23 1 多様な交流活動の推進
多様な交流活動の推進を図ることにより２外国人に優しいまちづくりにもつなげることができる
ため。

24 2 外国人に優しいまちづくり 2 在住外国人に優しいまちづくり

25 1 広域ネットワークの充実 経済の活性化、慢性化する交通渋滞の解消、さらに災害時の円滑な救援活動に必要なため。

26 2 市内ネットワークの拡充
広域幹線道路網に円滑なアクセス、並びに市内の地域間を結ぶ道路網や、地域に密着した生
活道路の整備は、１と並行して行う必要がある。

27 3 安全安心で快適な道路環境づくり 3 安全・安心・快適な道路環境づくり

28 1 公共交通機関の充実 1 公共交通機関の充実

29 2 一ノ関駅周辺の整備 - -

30 3 生活交通の維持確保 2 生活交通の維持確保 地域の特性に応じた運行形態などにより、生活交通の維持確保を図る必要があるため。

31 1 情報通信基盤の整備と活用 1 情報通信基盤の整備と活用

32 2 情報の受発信と共有の促進 2 情報の発信と提供
情報通信基盤はある程度充実していることから、今後は、豊かな住民生活に必要な情報発信
が重要と考えるため。

33 1 地域づくり活動の啓発と意識醸成 1 地域づくり活動の啓発と意識醸成

34 2 地域づくり活動の支援 2 地域づくり活動の支援 住民による地域づくり活動へ支援することが地域の活性化につなげることができるため。

- - 3 移住・定住の促進

35 1 移住定住の促進 1 コミュニティ意識の向上（2-5に合体） 人口減少対策のため重要である。

36 2 結婚活動の支援 2 コミュニティ活動の充実（2-5に合体） 人口減少対策のため重要である。

2-5
地域づくり活動

2-6
移住定住、結婚

支援

2-4
地域情報化

1-5
観光

2-1
都市間交流、国
際交流

2-2
道路

2-3
公共交通

2
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№ 施策№
施策の
展開№ 施策の展開

施策の
展開№ 施策の展開 （仮）重点施策を選択した理由

前期基本計画決定後 まちづくりスタッフ会議時

37 1
妊娠、出産、子育て支援の充実と環境づ
くり

1 育児支援の充実と環境づくり

38 2 幼児教育及び保育環境の充実 2

幼児教育及び保育環境の充実
○保育環境及び幼児教育の充実　に修
正してはどうか→国にあわせ幼児教育、
保育環境の記載順とした。

出産後のサポート体制が大切。生んですぐ子供を預けられる体制が必要。保育環境の充実。
０歳から２歳児の需要が高い。
特にも④が重要と思われる。表題も保育環境の充実を先に表記してはどうか。

39 3 児童育成支援の環境整備

40 1 教育内容の充実

41 2 地域の連携強化と学校運営の充実
（２）地域の連携強化で子どもの健全育成を進めたい。（１）は基本的な事項であるため、（２）を
重点施策として選択。

42 3 教育環境の整備充実

43 4 高等教育機関等の充実

44 1 青少年育成に関するネットワークの整備

45 2 青少年の社会参加機会の充実 （２）地域との連携強化の中で社会参加の機会を充実させたい。

46 1 生涯学習環境の充実

47 2 生涯学習活動への支援 （２）環境整備はされているので、市民参加が大切。

48 3 図書館機能の充実

49 4 博物館機能の充実 - -

50 1 文化芸術活動の振興 1 文化・芸術活動の振興 （１）（２）どちらも重要。

51 2 スポーツレクリエーション活動の推進 （１）（２）どちらも重要。

52 1 人権教育と人権啓発の推進

53 2 男女共同参画社会の推進 （２）社会的機運として重要。

54 1 文化財の保存、活用 1 文化財の保護

55 2 地域文化の伝承 （２）地域の文化を知ることで保護にもつながる

3-1
子育て

3-2
義務教育・高等教

育等

3-3
青少年の健全育

成

3-4
生涯学習

3-5
文化芸術、スポー
ツレクリエーション

3-6
人権・男女共同参

画

3-7
文化財の保護・地
域文化の伝承
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№ 施策№
施策の
展開№ 施策の展開

施策の
展開№ 施策の展開 （仮）重点施策を選択した理由

前期基本計画決定後 まちづくりスタッフ会議時

56 1 骨寺村荘園遺跡の保護 （１）保護が世界遺産登録にもつながる。世界遺産ありきではない。

57 2 骨寺村荘園遺跡の世界遺産登録

58 1 自然の保全と活用施策の充実
（１）が最優先。（２）次世代への啓蒙活動を進める。（３）公害苦情は法律相談や市で動いてい
ただくことだと思う。

59 2 環境教育の充実
（１）と（２）だと思う。市域は広すぎる。次世代への啓蒙を図るのは大切。若い人だけでもなく全
体に啓蒙は必要。

60 3 環境保全対策の充実 3 公害対策の充実

61 1 公園、緑地の整備 市は緑が多いことから、緑化もこの項目に含まれる。

62 2 緑化の推進

63 1 地球環境にやさしいまちづくりの推進 1 「好循環のまちづくり」の推進

64 2 低炭素社会のシステムづくり （２）が重要

65 1
廃棄物の発生抑制、再使用、再生利用
の推進

1
ごみの発生抑制・再使用・再生利用の推
進

（３）は将来的には大切だが、リサイクル等に取り組んでいく必要があるため。

66 2 効率的な廃棄物処理システムの確立

67 3 環境自治体のシステムづくり

68 1 良好な住環境の形成

69 2 市営住宅の適切な管理 2 適正な市営住宅の管理

70 3 景観形成の推進 3 良好な景観形成の推進 地域の魅力を生かして解体ではなく活用することが必要だから。

71 1 安全な水の安定供給
ラインを長くするだけでなく、地域の井戸や湧水の活用も可能であると考えるが、不安定的な
要素（地震などによる井戸枯れ等）あるため。

72 2 未普及地域への対応

73
4-7
下水道

1 処理施設の整備と普及促進

74 1 地域医療体制の充実
（2）（3）にも繋がる事項である。医療機関の体制だけではなく、適正受診のために、市全域とし
ての移動手段の充実（患者の足の確保)も必要。

75 2 救急医療体制の充実

76 3 病院及び診療所の運営

4-3
低炭素社会

4-4
循環型社会

4-5
住環境、市営住
宅、景観

4-6
上水道

5-1
医療

4-2
公園、都市緑化

3-8
平泉関連資産「骨
寺村荘園遺跡」の

保護

4-1
自然環境・環境保

全

4
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№ 施策№
施策の
展開№ 施策の展開

施策の
展開№ 施策の展開 （仮）重点施策を選択した理由

前期基本計画決定後 まちづくりスタッフ会議時

77 1 地域福祉を担うひとづくり 2 地域福祉活動への市民参加の促進 住民の参加、交流がまず重要である。

78 2 共に支え合う地域づくり 1 地域福祉を支えるネットワークづくり

79 3
充実した福祉サービスを提供する仕組
みづくり

3 暮らしやすい環境づくり 住民の参加、交流がまず重要である。

80 1 介護予防の推進

81 2 地域包括ケアシステムの構築

82 3 生涯現役社会づくりの推進
長いスパンで見ると、将来にいきてくる。できることに取り組むことで、介護予防、健康維持に
繋がる。

83 1 権利擁護、相談支援体制の充実 -

84 2
ライフステージに応じた切れ目のない支
援の提供

-

85 3 自立と社会参加の促進 -

86 4
障がい者が安心して暮らせる地域づくり
の促進

1
障害の有無に関わらず安心して暮らせ
る地域づくりと社会参加の促進

多様な視点で他分野との連携が必要。

87 5
ユニバーサルデザインのまちづくりの推
進

2
ユニバーサルデザインのまちづくりの推
進

88 1 健康づくり活動の推進
心の健康を保つことも重要。受診結果のＰＤＣＡ。地域の連携、一部の人に集中する役割･負
担軽減にもつながる。

89 2 保健指導等の充実

90 1 災害を防ぐまちづくり

91 2 災害に強いまちづくり 災害は防げない。起きる事を前提に取組をすることが必要。

92 3 地域防災活動の充実 自主防災組織の取組が必要になってくる。顔の見える防災。

93 1 消防力の強化 指標による数値で見えることにより、意識向上につなげる。全て重要であり、比較はできない。

94 2 予防体制の強化 指標による数値で見えることにより、意識向上につなげる。全て重要であり、比較はできない。

95 3 救急体制の充実 指標による数値で見えることにより、意識向上につなげる。全て重要であり、比較はできない。

96 1 防犯体制の整備 生命の安全を最優先に考えるべき。

97 2 交通安全対策の推進 生命の安全を最優先に考えるべき。子供と高齢者が安心して歩ける環境。

98 3 市民相談体制の充実

5-8
防犯・交通安全・
市民相談体制

5-2
地域福祉

5-3
高齢者福祉

5-4
障がい者福祉

5-5
健康づくり

5-6
防災（治水、治山
を含む）

5-7
消防、救急・救助

5



平成 28 年２月 24 日（水） 

第 10 回総合計画審議会【参考資料】 

1 

序 

第１章 総合計画とは 

１ 本市を取り巻く社会経済情勢と計画策定の趣旨 

本市は、平成18年度（2006年度）から平成27年度（2015年度）までの10年間を計画期間とする一

関市総合計画（基本構想、基本計画、実施計画）に基づき、基本構想に掲げた市の将来像「人と人 地

域と地域が結び合い 未来輝く いちのせき」の実現に向け、総合的かつ計画的なまちづくりを進めて

きました。 

この間、少子高齢化、人口減少のさらなる進行、経済状況や地球規模での環境問題などにより、社会

構造や社会経済情勢が変化してきました。これからのまちづくりに大きな影響を与えると考えられる社

会経済情勢を次のようにとらえ、まちづくりを進めていきます。 

また、平成 28 年度（2016 年度）からは、地方交付税の減額などによりさらに厳しい財政状況となる

ことが見込まれていることから、引き続き歳入歳出全般にわたる徹底した見直しを行い、行財政改革に

努めながら、施策を効果的に展開していく必要があります。 

 ○ 少子高齢化と人口減少の進行 

   わが国の人口は、平成 20 年（2008 年）をピークとして減少局面に入っており、今後は団塊世代の

高齢化に伴い高齢化率が高まることが見込まれています。また、合計特殊出生率は、平成17年（2005

年）に 1.26 と過去最低値となった後に若干回復傾向にはありますが、依然として低い値となってお

り、少子化も大きな課題となっています。 

このような中、平成26年（2014年）11月に、人口減少に歯止めをかけ、それぞれの地域で住みよ

い環境を確保し、将来にわたり活力ある日本社会を維持していくことを目的に「まち・ひと・しごと

創生法」が制定されました。 

本市においても、少子高齢化及び人口減少等の進行により、地域の活力の低下など多方面に大きな

影響が及ぶことが懸念されており、活力あるまちとしてさらに発展していくため、まち・ひと・しご

と創生総合戦略を策定し取り組むことにより、これらの課題に正面から向き合い、まちづくりを進め

ていきます。 

○ 経済の動向 

   わが国の経済状況は、長引く景気低迷から穏やかな回復基調をたどっています。しかしながら、中

小企業、小規模事業者は、依然として厳しい経営環境に置かれており、地方経済にも影響を与えてい

ます。また、情報通信技術（ＩＣＴ）等の大きな進歩によって、社会経済の多方面にわたりグローバ

ル化が急速に進展しており、今後ますます国際間、地域間での競争が激しくなることが予想されます。 

このような中、わが国は平成28年２月、環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）協定に署名したとこ

ろであり、今後の影響が懸念されています。 

   本市においては、市民が力を発揮できる仕事を創出するため、地域資源や地域特性を生かした産業

の振興に取り組むとともに、市民活動や経済活動を活発化させるための新たな人の流れをつくりだす

必要があります。 

○ 深刻化する環境問題 

人間の生活や経済社会活動などにより、環境への負荷が増大した結果、地球温暖化、資源の枯渇、

生物多様性の減少など、人類の生存基盤に関わる環境問題は悪化の一途をたどっており、環境問題へ

の取組は世界共通の課題となっています。 
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本市においては、美しい自然を次の世代へ引き継いでいくために、当地方で発生する一般廃棄物や

バイオマスなどを資源とし、再資源化やエネルギーを生み出し活用することにより、地域内で資源や

エネルギーが循環するまちづくりを進めていく必要があります。 

○ 東日本大震災への対応 

平成23年に発生した東北地方太平洋沖地震と地震により発生した巨大な津波は、東北地方を中心に

壊滅的な被害をもたらしました。また、東京電力福島第一原子力発電所事故に起因した放射性物質汚

染は、今なおわが国にとって最大の環境問題となっています。 

東日本大震災を契機に国の災害対応のあり方について見直しが進んでいるほか、市民一人ひとりの

防災や環境についての意識が変化するなど安全安心に対する意識が高まっています。 

   本市においては、平成20年に発生した岩手・宮城内陸地震からの復興に取り組んで行こうとしてい

た矢先に東日本大震災が発生し、住家などに甚大な被害を受けました。震災前の市民生活の基盤と安

全安心を取り戻し、経験と教訓を生かし市民と行政が一体となって災害に強いまちづくりを進めてい

くことが重要です。 

○ 住民自治の進展 

少子高齢化や人口減少などにより地域活動への参加者が減少する一方で、行政に対する住民ニーズ

は多様化してきており、新たに発生した課題や住民ニーズに対応するため、市民、各種団体、企業、

団体など多様な主体が共に行動する協働によるまちづくりが重要となっています。 

 本市においては、それぞれの地域で地域協働体の設立が進んでいますが、地域づくりの中心的役割

を担う地域協働体と行政とが連携し、市民センターを拠点とする地域づくり活動を活発化することに

より、地域の特色を生かした住民起点のまちづくりを進めていく必要があります。 

こうした社会経済情勢の変化に的確に対応し、さらなる市勢の発展に結びつけていくためには、市

民一人ひとりの希望につながるまちの将来像を描くことが必要であり、その将来像の実現に向けて、

着実に歩みを進めるための基本方策を明らかにします。 

２ 計画の役割 

総合計画は、長期的視点からのまちづくりの方向性を示すものです。市にあっては、今後における行

政運営の指針となり、また、市民や企業等の民間団体に対しては、まちづくりの方向性を共有すること

により、自主的、積極的な活動が図られることを期待するものです。

そのため、計画は次の役割を担います。 

 市の将来像とまちづくりの基本的な考え方及びこれを達成するための施策の大綱を明らかにするこ

と。

 市の行財政運営の基本指針として位置付けられ、市政推進にあたっての総合性、計画性、実効性を

確保すること。

 市民と行政との協働によるまちづくりの指針となること。
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３ 計画の構成と目標年次 

計画は、基本構想、基本計画及び実施計画の３階層で構成し、期間は平成 37 年度（2025 年度）を目

標年次とする10か年計画とします。 

 基本構想 

目指すべきまちの将来像を明らかにするとともに、その実現のためのまちづくりの基本理念と基本

目標を定めるものです。 

基本構想は、平成28年度（2016 年度）を初年度とし、平成37年度（2025 年度）を目標年次とし

ます。 

 基本計画 

基本構想に基づき、中長期的な施策の展開方法を体系的に示すものとし、社会経済情勢の変化に対

応するため、前期５か年、後期５か年の計画とします。 

前期基本計画は、平成28年度（2016 年度）を初年度とし、平成32年（2020 年）を目標年次とし

ます。 

 実施計画 

基本計画に基づき、毎年度、向こう３か年度分の個々の施策についての具体的な事業計画を定める

もので、社会経済情勢の変化を見極めながら、ローリングにより見直し、市の予算編成の指針とする

ものです。 
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第２章 市のすがた 

１ 地勢 

  一関市は、岩手県の南端に位置し、南は宮城県、西は秋田県と接しています。首都圏から450キロメ

ートルの距離で、東北地方のほぼ中央、盛岡と仙台の中間地点に位置しています。 

  一関市の総面積は1,256.42平方キロメートルであり、東西は約63キロメートル、南北は約46キロメ

ートルの広がりがあります。 

 土地利用の状況は、総面積のうち60.1パーセントが山林で占められ、次いで田が11.2パーセント、

畑が6.9パーセントとなっており、県内では比較的農地の割合が高い地域となっています。 

２ 自然

  一関市は、四季折々に多彩な表情を示すめぐみ豊かな自然に包まれています。その中で象徴となって

いるのは、市の西側、奥羽山脈にそびえる栗駒山と、市の東側、緩やかな丘陵地が広がる北上高地の独

立峰となっている室根山などの山々です。栗駒山の周囲には深い森が広がり、湯量豊富な須川温泉をは

じめ多くの温泉に恵まれています。北上高地は穏やかな隆起準平原で、なだらかな高原には牧場が各所

に開かれています。また、平泉の歴史との関わりが深い束稲山も特徴的な山容を見せています。 

  北上平野の南端部にあたる市の中央部には標高の低い平地が広がり、東北一の大河北上川が緩やかに

流れています。北上川の支流は、西から磐井川、金流川、東から砂鉄川、千厩川、黄海川などが注ぎ込

み、流域に水のめぐみをもたらしています。磐井川の中流域には渓谷美を誇る厳美渓、砂鉄川には石灰

岩地帯を深く刻み込んだ猊鼻渓があり多くの観光客が訪れる名所となっています。 

  豊かで清らかな水の流れに育まれた地域ですが、一方ではたびたび水害に見舞われています。北上川

は上流から狐禅寺地区までは広い川幅の中を流れ下りますが、それより下流側は川幅が狭くなっている

ため、大雨が降るたびに洪水となり、その影響は支流部にまで及びます。現在、一関遊水地事業や北上

川上流狭隘地区治水対策事業、河川改修事業が進められており、水による被害は大きく軽減されるもの

と期待されています。 

  また、色とりどりの花が地域を美しく飾り、人々の心を和ませています。春は釣山公園の桜や磐井川

のなのはな、猊鼻渓のフジ、室根山のツツジなどが咲き誇り、花と泉の公園、みちのくあじさい園は多

くの人々に安らぎを与えています。各地域では、住民の手による花壇づくりが盛んに行われ、春から秋

まで道行く人々を楽しませています。 

  三陸気仙沼の豊穣な海の恵みを支えてきた大川の源流部となっている室根の矢越山では、「森は海の恋

人」を合言葉にした植林活動が続けられ、山と海をつないだ環境保全活動として全国的なモデルとなっ

ています。 

３ 気候 

  一関市の気候は、内陸型の特徴を示し、気候の比較差、年較差は大きいものの、県内では比較的温暖

な地域となっています。 

  市の西側、奥羽山系沿いは標高が高く日本海側の気候の影響を受け、降水量も多く、冬は雪に覆われ

ます。市の中央から東側にかけては、太平洋側の気候に属しており、冬も晴れやすい地域となっていま

す。 

４ 歴史・沿革 

  一関市の歴史は古く、旧石器時代から人が住み始めた形跡が見られ、縄文時代や弥生時代の遺跡も各

地にあります。平安時代には安倍氏、藤原氏が独自の文化を築き上げ、その後葛西氏、伊達氏、田村氏
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の治世下に置かれました。 

 明治の近代化以降の地域の成り立ちは、廃藩置県によって、胆沢県、一関県、水沢県、磐井県と変遷

し、明治９年に岩手県に編入されました。戦後まもなくまでは、次の図（作成中）に示すように36の町

村に分かれていました。 

  昭和23年から33年にかけてのいわゆる昭和の大合併によって、合併前の８市町村となりました。 

  このように、市町村の区域はその時代の移り変わりに対応して、変遷をたどってきました。 

５ 文化 

  一関市には、世界文化遺産「平泉」の関連遺産として世界遺産暫定リストに登載されている骨寺村荘

園遺跡があるほか、平泉文化にゆかりのある遺跡などが各地に残されています。 

  また一関市は、一関藩医の建部清庵、医学や蘭学、言語学の大槻玄沢、大槻磐渓、大槻文彦、和算の

千葉胤秀、刑法思想の芦東山など、これまで多くの優れた人材を輩出してきたところです。歴代の先人

たちは学術文化の興隆に力を注ぎ、当地方の文化の発展に寄与してきました。 

  古くから受け継がれてきた南部神楽をはじめとする伝統芸能や行事が数多く息づいているとともに、

国指定重要無形文化財登録を受けている室根神社特別大祭、県内有数の規模を誇る川崎地域の花火大会、

奇祭として知られる大東大原水かけ祭りや縄文の野焼きを再現したことをきっかけにはじまった藤沢野

焼祭など各地で行われる独特の祭りも豊富です。 

  農村に根ざした手づくりの料理が代々受け継がれていますが、当地方では古くから冠婚葬祭や農作業

の節目、季節の行事などの場面で、もちをついてふるまう「もち食文化」があり、生活に欠かせないも

のとなっています。また、市内各地でもちを活用したさまざまなイベントが開催されています。このも

ち食文化はユネスコ無形文化遺産に登録された「和食；日本人の伝統的な食文化」に例示として挙げら

れています。 

  これらの文化は、地域の人々だけではなく市民全体の貴重な財産です。また、このような伝統、文化

が脈々と受け継がれてきていることは、郷土に対する誇りが養われている証であり、この財産や郷土へ

の誇りを後世に伝えることが求められています。 
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№
分
野

基

本

計

画

分

類

指
標
№

②
指標の説明

③
単位

④
Ｈ22年度
末現在

⑨
Ｈ23年度
末現在

⑩
Ｈ24年度
末現在

⑪
Ｈ25年度
末現在

⑫
Ｈ26年度
末現在

⑥
目標数値
（平成27年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち
主なもの

担当課
目標数値（Ｈ27年度末）に対する進捗状況及

び今後の見通し

1 1 1 1
農業の後継者、担
い手の確保の状況
を示す指標

人 116 151 178 196 216 181
一関地方新規就農者育
成・確保対策チーム調査
による（累計）

年13人の担い手の確保を
目指す

新規就農者支援資金
貸付金

農政課
Ｈ27年度末目標数値を平成25年度で達成し
た。今後も年13人以上の確保を目標に対象者
の掘り起こしを続けていく。

2 1 1 2
農業振興対策の状
況を示す指標

人 1,065 1,043 965 964 959 1,200
地域ごとの認定農業者数
の積み上げ

一関市担い手育成総合支
援協議会アクションプロ
グラムにおける目標数値

担い手育成対策事業 農政課

新規掘り起しや認定期限満了者への継続の働
きかけを行っているものの、農業者の高齢化
及び法人など組織化の傾向が見られることか
ら、毎年減少傾向にあり、目標数値を満たす
ことは困難と判断される。

3 1 1 3
農業の担い手の確
保状況を示す指標

社 51 52 51 55 61 65
地域ごとの農業法人の積
み上げ

一関市担い手育成総合支
援協議会アクションプロ
グラムにおける目標数値

農政課

農業法人化した組織はあったが、法人化を目
指している組織の法人化時期を延長するな
ど、平成27年度の目標数値を満たすことは困
難と判断される。

4 1 1 4
農用地の担い手へ
の流動化を示す指
標

％ 34.2 35.7 34.4 38.2 39.1 55.0

農業経営基盤強化促進法
に基づく実態調査による
認定農業者、特定農業団
体への集積率

利用集積率＝（担い手の
自己所有面積+担い手へ
の利用権設定等面積）÷
農用地面積（上期基本構
想目標数値）

農政課

平成26年度から開始した「農地中間管理事
業」により、圃場整備地区を中心に新たな集
積が進んだものの、市内農用地面積の多くを
占める中山間地域の圃場は農地の受け手の確
保が困難であり、集積の進捗に課題がある。
※数値確定につき修正

5 1 1 5
振興作物（野菜）
の振興対策の状況
を示す指標

ha 74.5 75.9 81.9 76.3 75.4 83
JAいわて南農協及びJAい
わい東農協のデータによ
る

平成24年度までのＪＡい
わて南及びＪＡいわい東
の目標に準拠。それ以降
は産地維持を図る。

野菜花き生産振興事
業

農政課

平成24年度に葉たばこ廃作農家を野菜に誘導
し、一時的に面積拡大となったが継続されな
かった。しかしながら、生産者の高齢化、担
い手不足の中、新規栽培者の確保に努め、産
地の維持を図っている。今後も、継続した新
規栽培者の確保、大規模生産者の育成を図
る。

6 1 1 6
振興作物（花き）
の振興対策の状況
を示す指標

ha 79 72.7 70.5 67.5 69.0 85
JAいわて南農協及びJAい
わい東農協のデータによ
る

平成24年度までのＪＡい
わて南及びＪＡいわい東
の目標に準拠。それ以降
は産地維持を図る。

野菜花き生産振興事
業

農政課

生産者の高齢化、担い手不足により、生産
者、面積ともに減少傾向にある。平成26年度
から県単補助事業のりんどう産地活性化応援
事業により、面積の拡大が図られた。新規栽
培者の確保が難しい品目であり、新植を奨励
するなどして、産地を維持していく。

7 1 1 7
振興作物（果樹）
の振興対策の状況
を示す指標

ha 264.1 253.9 247.6 182.5 177.0 266
JAいわて南農協及びJAい
わい東農協のデータによ
る

平成23年度までのＪＡい
わて南及びＪＡいわい東
の目標に準拠。それ以降
は産地維持を図る。

強い農業づくり交付
金事業（産地競争力
強化総合整備事業）
果樹経営支援対策事
業（産地協議会事
業）

農政課

生産者の高齢化、担い手不足により、生産
者、面積ともに減少している。新規栽培者の
確保が難しい品目であり、今後も減少してい
くと思われる。今後は、わい化への改植を進
めながら、作業軽減を図り、産地を維持して
いく。

8 1 1 8
肉用牛振興対策の
状況を示す指標

頭 10,167 9,837 8,692 7,760 5,529 10,560
岩手県主要家畜飼養戸
数・頭数調べによる

一関市酪農・肉用牛生産
近代化計画における目標
数値

畜産担い手育成総合
対策事業
繁殖牛生産振興対策
事業

農政課

飼養者の高齢化により、飼養戸数、頭数とも
に減少しているなか、子牛頭数の全国的な素
牛不足により、今までにない高値で取引され
ている。当分この市場価格で推移する見込み
であることから後継者、担い手を中心に多頭
飼育を目指す者は出てきているが、小規模農
家の飼養中止は進むものと思われる。今後は
公共牧場を活用し、低コスト生産を進めなが
ら大規模経営体の育成に努める。

①
指標項目

新規就農者数

認定農業者数

農業法人数

農用地の利用集積率

振興作物（野菜）の
作付面積

振興作物（花き）の
作付面積

振興作物（果樹）の
作付面積

肉用繁殖牛飼養頭数

1 
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№
分
野

基
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計

画

分

類

指
標
№

②
指標の説明

③
単位

④
Ｈ22年度
末現在

⑨
Ｈ23年度
末現在

⑩
Ｈ24年度
末現在

⑪
Ｈ25年度
末現在

⑫
Ｈ26年度
末現在

⑥
目標数値
（平成27年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち
主なもの

担当課
目標数値（Ｈ27年度末）に対する進捗状況及

び今後の見通し
①

指標項目

9 1 1 9
酪農振興対策の状
況を示す指標

頭 3,797 3,351 3,572 3,524 3,195 4,760
岩手県主要家畜飼養戸
数・頭数調べによる

一関市酪農・肉用牛生産
近代化計画における目標
数値

畜産担い手育成総合
対策事業
酪農振興総合対策事
業

農政課

飼養戸数の減少に歯止めがかかり、担い手が
確保されている農場で規模拡大等を行い、飼
養頭数の維持がなされている状況。今後も新
規経営体は見込めず、年々飼養戸数、頭数の
減少が予想される。

10 1 1 10
農業振興対策の状
況を示す指標

％ 53.5 54.5 55.4 39.0 40.1 70.8
”新”いわて農業農村整
備計画の実績

目標整備率＝（整備済面
積＋整備計画面積）÷整
備可能面積

県営整備事業、団体
営整備事業等

農地林
務課

現状は国平均(63.2)、県平均(51.1％)を大幅
に下回っている。今後も基盤整備事業を積極
的に推進し、水田整備率のさらなる増加を目
指すが、農業農村整備事業の国予算大幅減の
影響により、水田整備率は微増が予想され、
本年度末で目標70.8％の到達は困難な状況で
ある。

11 1 1 11
森林の保全状況を
示す指標

ha/
年

654.3 521 472.9 415.62 566.00 550
公有林整備事業、民有林
間伐等促進事業等の実績
による

毎年、同程度の間伐実施
面積を目指す

公有林整備事業、民有
林間伐等促進事業、森
林整備加速化・林業再
生基金事業、環境林整
備事業、いわて環境の
森整備事業、県有林間
伐

農地林
務課

人工林約32,000haのうち約23,000haは間伐が
必要な４～９齢級となっており、計画的な間
伐の実施に努めているものの、木材価格の低
迷等により高齢級での間伐が進まない状況に
ある。
　また、平成27年度分の森林整備に係る国庫
補助内示等が、激減し、予定していた間伐量
を実施できない見込みとなっている

12 1 2 1
高い品質を求める
姿勢の高まりを読
みとる指標

件/
年

789 834 803 856 910 750
（公財）岩手県南技術研
究センター実績による

毎年、同程度の試験分析
数を目指す

工業課

専任の技術スタッフを常駐して以降は、順調
に利用実績を伸ばしていて、既に目標数値で
ある750件を超えている。
27年度は、創立20周年を迎えることや、企業
ニーズにより機器整備を行うことから、更な
る分析件数の増加が見込まれる。
また、分析技師（臨時職員）を1名増員した
ことで件数の増加以外にスムーズな対応につ
いても期待できる。

13 1 2 2
技術力の向上等を
目指す姿勢の高ま
りを読み取る指標

社/
年

2 2 4 3 2 5
（公財）岩手県南技術研
究センター実績による

年間5社の共同研究を目
指す

貸研究室整備事業
（平成19年度完了

工業課

毎年、共同研究の実績があるものの、現時点
で目標値は達成していない。
一関高専等と連携し、地域企業の新製品や新
技術の開発はもちろん、隣接する貸し研究室
の利用と合わせ、起業を考えている方の支援
や協力など共同研究についての周知機会を増
やすし目標達成を目指す。

14 1 2 3
就労の場の増加を
示す指標

社 13 17 18 20 21 20 実績による
市内工業団地等へ累計20
社の誘致を目指す（Ｈ18
からの累計）

工業課
平成25年度末で目標数値である20社の誘致を
達成することができた。今後も更なる誘致を
目指す。

15 1 3 1
若者の地元定着状
況を示す数値

％ 54.8 52.0 54.7 49.7 51.8 60.0
ハローワークの職業紹介
状況により集計

管内就職率60％を目指す
一関商工会議所雇用
対策事業補助金

労働政
策課

関係機関との連携や各種施策の実施により
50％以上が地元定着につながっている。目標
数値達成に向け、今後も各種施策の実施及び
関係機関との連携を図っていく。
※ハローワーク公表数値に修正

16 1 3 2

職業訓練施設を活
用した労働者の技
能習得及び職業能
力開発訓練の機会
の拡充を示す数値

人日 35,188 27,594 24,517 25,840 24,945 40,000 各施設報告により集計 おおむね10％増を目指す 職業訓練関係事務
労働政
策課

普通課程、短期課程等の訓練者の確保が難し
い状況にある。訓練内容の充実や各種訓練の
周知等について関係機関と連携し訓練者の確
保を図っていく。

乳用牛飼養頭数

水田整備率（30㌃以
上区画）

間伐実施面積

(公財)岩手県南技術
研究センター試験分
析件数

(公財)岩手県南技術
研究センター等との
共同研究数

誘致企業数

新規高卒者の管内就
職率

職業訓練施設におけ
る訓練修了延べ人数

2 
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17 1 4 1
中心市街地の活性
化対策の効果を示
す指標

％ 24.9 25.65 26.68 25.67 25.88 25.0 空き店舗調査
増加傾向にあることか
ら、現状維持を目指す

商店街にぎわい創出
事業補助金
商店街活性化補助金
空き店舗入居支援

商業観
光課

事業者の高齢化により商業から撤退する方が
多く、空き店舗率が微増した。

18 1 4 2
卸売り・小売業の
年間商品販売額

万円 19,070,379 19,070,379 19,070,379 19,281,400 19,281,400 19,070,379 商業統計調査
減少傾向にあることか
ら、現状維持を目指す

商店街にぎわい創出
事業補助金
商店街活性化補助金

商業観
光課

長期的にみると減少傾向にあることから、現
状維持を目指す。

19 1 5 1
観光業の振興対策
の状況を示す指標

万人
回／
年

227 202 204 203 210 234
各施設などからの報告に
よる

(H22の数値の)
3%増を目指す

観光振興計画策定事
業、仙台・宮城デス
ティネーションキャ
ンペーン開催事業

商業観
光課

集計方法による違いはあるが数字で見れば入
込数は回復してきている。ただし主要観光地
の入込はほぼ横ばいなので積極的なPRが必
要。また各種イベントでの集客を増加させる
ことで目標に大きく近づくと考えられる。
※施設での集計数値に訂正があったため修正

20 1 5 2
観光業の振興対策
の状況を示す指標

万人
回／
年

11 19 15 13 10 14
各施設などからの報告に
よる

岩手宮城内陸地震前（Ｈ
19年）の実績を目指す

観光振興計画策定事
業、仙台・宮城デス
ティネーションキャ
ンペーン開催事業

商業観
光課

観光宿泊者数は年々減少傾向にある。仙台・
宮城DCが終了し、関心が薄れてきているのが
原因と考えられる。
※集計数値に訂正があったため修正

21 1 5 3
観光業の振興対策
の状況を示す指数

万人
／年

33 35 35 31 29 39
温泉郷各施設からの報告
による

岩手宮城内陸地震前（Ｈ
19年）の実績を目指す

観光振興計画策定事
業、仙台・宮城デス
ティネーションキャ
ンペーン開催事業

商業観
光課

一関温泉郷入込数は年々減少傾向にある。仙
台・宮城DCが終了し、関心が薄れてきている
のが原因と考えられる。

22 1 5 4
観光客の受け入れ
態勢の状況を示す
指標

人 93 84 85 78 70 100 各団体の会員数
現状維持(100人程度)を
目指し、現体制の充実を
図る

観光ボランティア団
体補助金

商業観
光課

ボランティア度登録者の増減があるため、今
後もボランティアガイドの養成に努め、ガイ
ド団体の要請を担っていく。
※集計数値に訂正があったため修正

23 2 1 1
自治会活動の状況
を示す指標

％ 76.1 82.4 88.0 87.6 89.3 90.0
自治会等活動費総合補助
金申請実績による

90％を目指す
自治会等活動費総合
補助金

まちづ
くり推
進課

自治会が取組む年間を通じた活動に大いに活
用されている。今後も自治会活動の維持や活
性化のため、引き続き支援していく必要があ
る。

24 2 2 2
障がいのある方の
地域支援を示す指
標

人/
年

733 784 839 866 917 1,100 給付実績による
一関市障がい者福祉計画
による

自立支援介護給付事
業

福祉課
相談体制事業の充実と、日中一時支援事業の
充実を図り、更なるサービスの向上に努め
る。

25 2 2 3
障がいのある方の
地域生活移行を示
す指標

人 29 34 34 11 25 65 実績による
一関市障がい者福祉計画
による

福祉課
地域生活移行後の安心した暮らしを支援する
ため、相談支援等の提供体制の整備と充実を
図っていく。

中心市街地空き店舗
率

年間商品販売額

観光客入込数

観光宿泊者数

一関温泉郷入込数

観光ボランティア登
録者数

自治会等登録団体に
占める事業実施団体
の割合

障がい福祉サービス
（日中活動系）の利
用者数

施設・病院から地域
生活への移行者

3 
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26 2 2 4
障がいのある方の
就労支援を示す指
標

人 6 8 6 5 10 12 実績による
一関市障がい者福祉計画
による

知的障害者福祉工場
建設費償還補助金

福祉課
職場適応援助者（ジョブコーチ）による支援
や職場定着を図るための障害者就業・生活支
援センターの支援を積極的に推進していく。

27 2 2 5
地域福祉活動への
住民参加を示す指
標

人 1,550 1,552 1,219 1,179 1,043 1,700
ボランティアセンターへ
の登録者数による

10％増を目指す
長寿社
会課

減少傾向にある。
団体の活動休止、会員（登録者）の高齢化等
により、今後も減少が見込まれる。

28 2 2 6
地域福祉活動への
住民参加を示す指
標

団体 335 339 335 348 350 370
社会福祉協議会への登録
団体数による

10％増を目指す
長寿社
会課

微増傾向にある。
平成27年度の介護保険法改正を受け、「住民
運営の通い場」つくりが今後も求められる。

29 2 3 1
ファミリーサポー
トセンターの状況
を示す数値

人 392 430 447 450 483 420 実績による
東部地区への普及に努
め、事業立ち上げ時の目
標達成を目指す

ファミリーサポート
センター運営事業

子育て
支援課

今後も同程度で推移する見込み。

30 2 3 2
放課後児童対策の
充実状況を示す数
値

箇所 16 17 17 16 17 17 実績による 全地域への設置を目指す
放課後児童健全育成
事業

子育て
支援課

平成26年度より全地域で実施中。

31 2 3 3
特別保育事業の充
実状況を示す数値

箇所 25 26 26 25 27 27 実績による 全地域での実施を目指す 特別保育事業
子育て
支援課

今後も同程度で推移する見込み。

32 2 3 4
特別保育事業の充
実状況を示す数値

箇所 6 8 8 8 8 10 実績による 全地域での実施を目指す 特別保育事業
子育て
支援課

今後も同程度で推移する見込み。

33 2 3 5
特別保育事業の充
実状況を示す数値

箇所 28 28 30 32 33 29 実績による 全地域での実施を目指す 特別保育事業
子育て
支援課

全地域で実施された。

34 2 3 6
特別保育事業の充
実状況を示す数値

箇所 1 1 1 1 1 8 実績による 全地域での実施を目指す 特別保育事業
子育て
支援課

今後も同程度で推移する見込み。

福祉施設から一般就
労への移行者数

市民ボランティア登
録者数

ふれあいサロン数

ファミリーサポート
センター登録会員数

放課後児童クラブ設
置数

延長保育実施保育所
数

一時的保育実施保育
所数

乳児保育実施保育所
数

休日保育実施保育所
数
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35 2 3 7
特別保育事業の充
実状況を示す数値

箇所 9 20 17 16 17 12 実績による 全地域での実施を目指す 特別保育事業
子育て
支援課

今後も同程度で推移する見込み。

36 2 4 1
防災への取り組み
を示す指標

箇所 230 233 261 267 265 274 実績による 全避難所整備を目指す 避難所標識整備事業
消防本
部

26年度末避難所数　267施設（25年度末から
２施設減）
看板未設置の２施設については、避難所指定
の解除等を検討していることから設置しない
方向であるため、目標数値は達成とする。

37 2 4 2
防災への取り組み
を示す指標

棟 324 495 523 571 597 500 実績による
毎年50棟（250棟）の実
施を目指す

木造住宅耐震診断事
業

都市整
備課

目標は達成しているが、今後も広く事業の周
知を行う。

38 2 4 3
防災への取り組み
を示す指標

％ 82.9 85.1 89.1 92.2 92.3 100.0 実績による 全世帯組織を目指す
自主防災組織育成事
業

消防本
部

自主防災組織の結成促進については、今後も
展開する。
新たなステージとして、災害活動ができる自
主防災組織の育成にシフトして行く必要があ
る。

39 2 4 4
防災への取り組み
を示す指標

％ 64.5 68.1 94.4 56.2 32.3 100.0 実績による
全組織で訓練の実施を目
指す

自主防災組織育成事
業

消防本
部

東日本大震災から４年目となり、防災の意識
が薄れてきて訓練の実施率の低下につながっ
ていると分析される。
しかし、現実には多様な災害が発生している
ことから、訓練方法の周知や実施に向けた取
組みに力を注ぐ必要がある。

40 2 5 1

自動体外式除細動
器（AED）を含む心
肺蘇生法の市民普
及を示す数値

人 53,852 58,346 63,143 67,460 71,987 64,285 実績による 人口の半数を目指す
応急手当普及啓発事
業

消防本
部

応急手当普及啓発は、事業所、自主防災組
織、学校等、幅広く開催されている。
今後は定期的に更新される応急手当の内容に
準じて、指導要領を見直し、市民に普及啓発
していく。

41 2 6 1
防犯体制の状況を
示す指標

カ所 612 617 617 613 634 620
一関、千厩両警察署の設
置状況資料による

一般地域にあっては概ね
１００世帯に１箇所

生活環
境課

各地域等の協力により、目標は達成された
が、今後も引き続き協力を求めていく。

42 2 6 2
防犯体制の状況を
示す指標

箇所 1,076 1,172 1,155 1,187 1,142 1,076
一関、千厩両警察署の設
置状況資料による

児童数、学校の統廃合等
が予想されるが、現状維
持を目指す

生活環
境課

各地域等の協力により、目標は達成された
が、今後も引き続き協力を求めていく。

43 2 6 3
歩行者等への安全
確保の状況を示す
指標

ｋｍ 160.3 161.8 164.4 167.2 168.6 161.6 市道台帳のデータによる

平成18年から、年間500
ｍの整備を目指す。（平
成22年度までに3.7km整
備済み）

道路管
理課

H27目標数値を達成したが、市民の交通安全
確保のため継続し歩道設置整備を行ってい
く。

障害児保育実施保育
所数

避難所標識整備箇所
数

木造耐震診断実施棟
数

自主防災組織の組織
化率
（世帯数割合）

自主防災組織の訓練
実施率

普通救命講習修了者
数

防犯連絡所数

こども１１０番の家
数

歩道設置済市道延長
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総合計画　後期基本計画　「主な指標」一覧

№
分
野

基

本

計

画

分

類

指
標
№

②
指標の説明

③
単位

④
Ｈ22年度
末現在

⑨
Ｈ23年度
末現在

⑩
Ｈ24年度
末現在

⑪
Ｈ25年度
末現在

⑫
Ｈ26年度
末現在

⑥
目標数値
（平成27年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち
主なもの

担当課
目標数値（Ｈ27年度末）に対する進捗状況及

び今後の見通し
①

指標項目

44 2 6 4
交通安全の意識高
揚の状況を示す指
標

箇所 388 353 371 385 365 390 実績による
学校等の統廃合が予想さ
れるが、現状維持を目指
す

交通安全指導員事業
生活環
境課

学校数が減少する中、概ね目標に近い形で実
施しているので、今後も継続していく。

45 2 7 1
医師修学資金貸付
の状況を示す指標

人 0 1 2 2 2 5 実績による
毎年１人ずつの貸付を目
指す

健康づ
くり課

目標達成は難しい状況にあるが、今後も継続
して制度の周知、進路情報の収集に努め、地
域医療を担う医師の確保に取り組む。

46 2 8 1
介護保険制度の理
解と介護予防の推
進状況を示す指標

人 40,408 36,079 38,022 34,334 33,711 45,000 実績による おおむね10％増を目指す 地域支援事業
長寿社
会課

介護予防事業への参加者数は、減少してい
る。
地域住民の自主的事業である、№28「ふれあ
いサロン」数は増加しており、今後もこの傾
向が続くものと思われる。

47 2 8 2
高齢者の社会参加
を示す指標

人 12,715 12,206 12,075 11,708 11,351 12,800
一関市老人クラブ連合会
加入実績による

加入者減少の傾向にある
ことから、現状維持を目
指す

老人クラブ等活動費
補助金

長寿社
会課

老人クラブの加入者数は、年々減少してい
る。新規に加入する者が少なく、老人クラブ
加入者の高齢化が進み、今後も減少していく
ことが見込まれる。

48 2 9 1
健康づくりへの市
民意識に対する指
標

人 15,823 15,297 13,701 14,250 16,086 16,300 参加者集計による 毎年0.5％増を目指す 健康教育事業
健康づ
くり課

H25、H26と増加傾向にあるが、参加者の固定
化・高齢化により減少傾向にある。

49 2 9 2
心身の健康維持と
健康づくりへの支
援に対する指標

人 8,685 7,285 6,663 6,934 6,149 9,000 参加者集計による 毎年0.5％増を目指す 健康教育事業
健康づ
くり課

参加者の固定化・高齢化により減少傾向にあ
る。

50 2 9 3
心身の健康維持と
健康づくりへの支
援に対する指標

％ 37.5 39.1 38.6 37.0 36.8 43.0
実績による（受診者数／
対象者数）

毎年1％の増を目指す 健（検）診事業
健康づ
くり課

数値に増減がみられ目標に示す毎年の増と
なっていない。
今後も継続して受診勧奨に取組む。

51 2 9 4

がん
検診
受診
率

胃がん検診
がんの早期発見へ
の取り組み状況を
示す指標

％ 39.0 20.0 19.7 20.7 22.5 44.0
実績による（受診者数／
対象者数）

毎年1％の増を目指す 健（検）診事業
健康づ
くり課

数値に増減がみられ目標に示す毎年の増と
なっていない。
今後も継続して受診勧奨に取組む。
※受診率確定につき修正

52 2 9 5
大腸がん検
診

がんの早期発見へ
の取り組み状況を
示す指標

％ 41.2 24.3 23.1 25.0 30.5 47.0
実績による（受診者数／
対象者数）

毎年1％の増を目指す 健（検）診事業
健康づ
くり課

数値に増減がみられ目標に示す毎年の増と
なっていない。
今後も継続して受診勧奨に取組む。
※受診率確定につき修正

交通安全教育の開催
回数

医師修学資金貸付

介護予防事業参加者
数

老人クラブ加入者数

健康教育参加者数

健康相談のべ利用者
数

特定健康診査受診率
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総合計画　後期基本計画　「主な指標」一覧
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分
野

基
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計

画

分

類
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標
№
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④
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⑩
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⑫
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⑦
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び今後の見通し
①

指標項目

53 2 9 6 肺がん検診
がんの早期発見へ
の取り組み状況を
示す指標

％ 47.6 26.6 21.9 23.6 26.2 53.0
実績による（受診者数／
対象者数）

毎年1％の増を目指す 健（検）診事業
健康づ
くり課

数値に増減がみられ目標に示す毎年の増と
なっていない。
今後も継続して受診勧奨に取組む。
※受診率確定につき修正

54 2 9 7
子宮がん検
診

がんの早期発見へ
の取り組み状況を
示す指標

％ 30.6 15.0 15.0 23.1 29.2 36.0
実績による（受診者数／
対象者数）

毎年1％の増を目指す 健（検）診事業
健康づ
くり課

数値に増減がみられ目標に示す毎年の増と
なっていない。
今後も継続して受診勧奨に取組む。
※受診率確定につき修正

55 2 9 8 乳がん検診
がんの早期発見へ
の取り組み状況を
示す指標

％ 36.8 18.5 17.1 28.0 33.1 42.0
実績による（受診者数／
対象者数）

毎年1％の増を目指す 健（検）診事業
健康づ
くり課

数値に増減がみられ目標に示す毎年の増と
なっていない。
今後も継続して受診勧奨に取組む。
※受診率確定につき修正

56 3 1 1
市民の生涯学習へ
の取り組み状況を
示す指標

人 462,651 447,129 476,454 489,953 491,920 485,000 実績による 5％の増を目指す
生涯学習講座開催事
業

いきが
いづく
り課

全31館中16館において前年度利用者数を上回
り目標数値を達成することができた。平成27
年からは市民センターに移行したが、さらに
事業の充実に努めていく。

57 3 1 2
市民の生涯学習へ
の取り組み状況を
示す指標

団体 960 842 840 726 770 1,200 実績による 1200団体の登録を目指す
いきが
いづく
り課

高齢化による解散など登録団体数は減少に
あったが、26年度には歯止めがかかった。今
後も住民の自主的な活動を奨励していく。

58 3 1 3
市民の生涯学習環
境・読書環境の充
実を示す指標

冊数 583,444 639,545 696,207 765,587 774,615 794,000 実績による
一関市立図書館サービス
計画による

図書館等整備事業
一関図
書館

新一関図書館の開館にあわせて、図書資料の
充実を図った

59 3 1 4
市民の生涯学習環
境・読書環境の充
実を示す指標

冊数 625,661 747,053 708,012 690,126 849,791 894,000 実績による
各図書館地区民一人当た
り年５冊以上の貸出利用
を目指す

図書館等整備事業
一関図
書館

新一関図書館の開館により、貸出冊数が大幅
に伸びているが、新規利用者を増やし目標達
成を目指す。

60 3 2 1
児童生徒の学力の
全国比を示す数値

小学校：
104

中学校：
96

小学校：
105

中学校：
96

小学校：
107

中学校：
101

小学校：
108

中学校：
94

小学校：
107

中学校：
94

小学校：
105

中学校：
100

検査実績による 全国比から＋５を目指す 学力実態調査事業
学校教
育課

調査結果を分析したうえ指導に取り組むこと
とし、特に学力向上のポイントを「算数・数
学」に置いて取り組む。

61 3 2 2
児童生徒の健全育
成を示す指標

％

小学校：
0.22

中学校：
2.11

小学校：
0.25

中学校：
2.66

小学校：
0.31

中学校：
2.72

小学校：
0.47

中学校：
2.07

小学校：
0.37

中学校：
2.39

小学校：
0.20

中学校：
2.00

実績による 出現率の低下を目指す
学校教
育課

目標を達成するよう各学校で取り組みを強化
し、出現率を抑制する。

公民館利用者数

社会教育関係団体登
録数

図書館蔵書冊数

図書館貸出冊数

ＣＲＴ（目標基準準
拠検査）全国比

不登校児童生徒出現
率
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⑦
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①

指標項目

62 3 2 3
学校評議員制度の
導入状況を示す指
標

％

小学校：
100

中学校：
100

小学校：
100

中学校：
100

小学校：
100

中学校：
100

小学校：
100

中学校：
100

小学校：
100

中学校：
100

小学校：
100

中学校：
100

実績による
全校への継続設置を目指
す

学校教
育課

小学校34校、中学校18校で設置済み。今後と
も全校設置を継続するよう進める。

63 3 2 4
学校施設の耐震化
への取り組みを示
す指標

％ 77.5
（82.4）

85.4
89.0 95.0 97.6 100.0

（全棟数-昭和56年以降
建築棟数＋耐震化済棟
数）／全棟数

全校舎での実施を目指す
小中学校耐震補強事
業

教育総
務課

平成26年度末で校舎の耐震化が未了となって
おり、耐震性が基準に満たない学校施設は非
木造校舎２棟、木造校舎で３校となってい
る。
平成27年度末時点で耐震化が未了となる施設
は、非木造校舎１棟、木造校舎１棟となる
が、両施設とも今後学校統合予定、協議中の
施設となっている。

64 3 2 5
学校施設の耐震化
への取り組みを示
す指標

％ 91.2
(93.8)
95.2

96.7 98.4 100.0 100.0
（全棟数-昭和57年以降
建築棟数＋耐震化済棟
数）／全棟数

全施設での実施を目指す
小中学校耐震補強事
業

教育総
務課

平成26年度に実施した藤沢中学校屋内運動場
耐震補強工事により、小中学校全ての屋内運
動場の耐震化が終了した。

65 3 2 6
市内企業等への就
職状況を示す指標

％ 15.7 16.8 14.0 13.5 12.6 25.0
管内への就職者数／卒業
者数

25％の就職率を目指す
新規学卒者・求職者
情報化研修事業

労働政
策課

県外への就職希望者が多い現状にあるが、関
係機関会議や学校訪問等により、地元就職及
び定着について連携を図っていく。

66 3 3 1
青少年育成の環境
を図る
指標

団体 146 146 149 144 140 145
一関市スポーツ少年団本
部登録数による

少子化傾向にあることか
ら、現状維持を目指す

スポー
ツ振興
課

少子化の影響が大きく団体数や団員数が減少
傾向にある。

67 3 3 2
学びの意欲化を図
る指標

人 3,421 4,714 5,773 6,743 6,009 3,720 実績による
3720人の参加を目指す
（31館×20人×６回）

いきが
いづく
り課

　目標数値はすでに達成しており、その後も
順調に推移している。次年度以降についても
引き続き内容の充実に努めていきたい。

68 3 4 1
芸術文化活動の活
動状況を示す指標

件 1,134 1,315 1,405 1,166 1,115 1,247 実績による 10％増を目指す
芸術文化鑑賞事業
芸術文化活動奨励事
業

いきが
いづく
り課

一関文化センターの大ホールと小ホールの改
修による利用制限があり利用件数が減少した
が、一関公民館の移転により、文化センター
施設と研修室等の利用件数が増加。施設全体
としての利用件数は増加している。

69 3 4 2
文化・芸術に触れ
る機会を示す指標

人 14,237 11,953 11,761 12,521 13,367 17,000 実績による 20％増を目指す 博物館
入館者数に関しては、ほぼ順調に実績を伸ば
してきている。各種講演会等の実績も増加し
てきている。

小中学校への学校評
議員制度の設置率

小中学校校舎の耐震
化率

小中学校屋内運動場
の耐震化率

高等教育機関卒業生
の地元就職率

青少年育成団体活動
数

少年事業参加人数

文化センター利用件
数

一関市博物館入館者
数
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70 3 4 3
市民のスポーツへ
の取り組み状況を
示す指標

人 4,289 4,066 7,448 9,237 9,791 5,150 実績による 20％増を目指す
スポー
ツ振興
課

一関市体育協会へ委託している生涯スポーツ
推進事業のスポーツ教室の参加者数及び藤沢
B＆G海洋センターで行われているスイミング
教室の参加者数を合計したものであり、藤沢
との合併により、平成24年度実績より大幅に
増加している。

71 3 4 4
市営スポーツ施設
の利用状況を示す
指標

人 769,490 683,367 927,217 868,064 881,905 770,000 実績による
人口減を踏まえ、現状維
持を目指す

スポー
ツ振興
課

利用者は前年度に比べ一関地域では、総合体
育館が４万人の増加、運動公園が２万人の増
加。1～２万人増加したのは花泉、室根、藤
沢地域。１～2万人減少したのは大東、千
厩、東山地域。川崎地域はあまり増減がな
かった。

72 3 4 5

地域住民による自
主的継続的なス
ポーツ・レクリ
エーション活動の
状況を示す指標

団体 1 2 2 2 3 3 設立報告による 3団体の設立を目指す
統合型地域スポーツ
クラブ設立・育成奨
励費取扱要領

スポー
ツ振興
課

平成27年4月1日にグッジョブクラブが設立し
目標となる３団体となった。

73 3 5 1
子どもたちへの人
権教育・啓発の取
り組みを示す指標

回 1 1 1 1 1 1以上 実施状況の把握による
人権の花運動の実施の継
続を目指す

長寿社
会課

人権の花運動のほか、人権作文、人権書道コ
ンテストを通じ、児童・生徒の人権啓発活動
に努めた。今後も継続実施し人権啓発に努め
る。

74 3 5 2
男女共同参画意識
の醸成を示す指標

人 61 61 65 66 67 101
岩手県からの認定者通知
による

毎年各地域１名計8名の
増を目指す

男女共同参画社会
リーダー育成事業

いきが
いづく
り課

男女共同参画への理解を深めるとともに、サ
ポーター養成講座受講助成を活用してもらう
など、受講体制を整え各地域の増を目指す。

75 3 5 3
女性の市政への参
画を示す指標

％ 15.8 9.8 17.1 23.8 33 80.0 実績による

男女それぞれの委員数が
委員定数の40％以上であ
る審議会等の数が全審議
会等の８割を目指す

いきが
いづく
り課

それぞれの審議会等を規定する法律、条例等
による委員の選任基準を踏まえ、一関市審議
会等委員への女性の参画促進指針の通知によ
り、取り組みを進める。

76 3 6 1
文化財の調査と適
切な保護・保全の
状況を示す指標

件 230 231 233 231 231 235 文化財悉皆調査による
１年に１件の登録を目指
す

文化財保存管理事業
文化財
課

指定等文化財については、適切な保護に努め
た。未指定文化財については、情報収集に努
め、指定候補物件リストの作成に着手した。

77 3 7 1
骨寺村荘園遺跡の
保全状況を示す指
標

件 14 14 8 2 2 0
景観阻害要因として特定
する物件の現状確認によ
る

景観阻害要因として特定
した物件のうち撤去作業
可能物件の全撤去を目指
す

骨寺荘
園室

目標達成に向け順調に推移

78 3 7 2
骨寺村荘園遺跡の
啓発活動の状況を
示す指標

団体 13 14 14 17 25 20
啓発活動、保全活動に参
加する団体数。

20団体を目指す
骨寺荘
園室

目標達成

スポーツ教室参加者
数

スポーツ施設利用者
数

総合型地域スポーツ
クラブ設立数

小中学校を対象とし
た人権啓発事業の実
施回数

男女共同参画サポー
ター認定者数

男女それぞれの委員
数が委員定数の40％
以上である審議会等
の数の全審議会等に
対する割合

指定等文化財数

景観阻害要因数

支援団体数
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総合計画　後期基本計画　「主な指標」一覧

№
分
野

基

本

計

画

分

類

指
標
№

②
指標の説明

③
単位

④
Ｈ22年度
末現在

⑨
Ｈ23年度
末現在

⑩
Ｈ24年度
末現在

⑪
Ｈ25年度
末現在

⑫
Ｈ26年度
末現在

⑥
目標数値
（平成27年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち
主なもの

担当課
目標数値（Ｈ27年度末）に対する進捗状況及

び今後の見通し
①

指標項目

79 4 1 1
市民の都市交流を
示す指標

回 32 26 26 25 29 39
市が支援して行われる交
流事業の回数

おおむね20％増加を目指
す

友好交流推進協議会
補助金

まちづ
くり推
進課

友好都市・姉妹都市との交流は継続して実施
されている。
国際姉妹都市に関しては、旧藤沢町で実施し
てきたセントラルハイランズ市への中学生派
遣事業について、藤沢地域のみの対象となっ
ていたことから、H26年度より、藤沢・千厩
地域に拡大し段階的に市内全域に広げていく
こととした。

80 4 1 2
市民の国際交流を
示す指標

回 8 9 8 8 8 9
市が事業を支援する国際
交流団体数

全地域での設立を目指す 国際交流事業
まちづ
くり推
進課

既存団体の中で、事実上活動休止状態または
解散の方向になっている団体がある。
既存団体との情報交換を通じ、それぞれの団
体の活動が活発になったり、合同で効果的な
事業を展開していくなどのきっかけづくりと
して、意見交換会の場を設けていく必要があ
る。

81 4 2 1
市道の整備状況を
示す指標

％ 52.7 53.1 53.4 53.6 54.0 55.9 市道台帳データによる おおむね３％増を目指す

広域幹線ネットワー
ク網整備事業
都市計画道路整備事
業
快適ネットワーク網
整備事業

道路建
設課

交通の安全と円滑化を図るため、計画的な整
備を実施しており、改良率は順調に推移し、
市民生活の利便性、安全性の向上につながっ
ている。

82 4 2 2
うち幹線市
道

主要な市道の整備
状況を示す指標

％ 91.5 91.6 91.6 91.7 92.0 93.7 市道台帳データによる おおむね２％増を目指す

広域幹線ネットワー
ク網整備事業
都市計画道路整備事
業
快適ネットワーク網
整備事業

道路建
設課

交通の安全と円滑化を図るため、計画的な整
備を実施しており、改良率は順調に推移し、
市民生活の利便性、安全性の向上につながっ
ている。

83 4 2 3
市道の整備状況を
示す指標

％ 49.8 50.8 51.1 51.7 52.2 53.7 市道台帳データによる
おおむね４％の増を目指
す

広域幹線ネットワー
ク網整備事業
都市計画道路整備事
業
快適ネットワーク網
整備事業

道路建
設課

交通の安全と円滑化を図るため、計画的な整
備を実施しており、改良率は順調に推移し、
市民生活の利便性、安全性の向上につながっ
ている。

84 4 2 4
うち幹線市
道

主要な市道の整備
状況を示す指標

％ 90.9 91.7 91.7 92.0 92.2 93.3 市道台帳データによる
おおむね2.5％の増を目
指す

広域幹線ネットワー
ク網整備事業
都市計画道路整備事
業
快適ネットワーク網
整備事業

道路建
設課

交通の安全と円滑化を図るため、計画的な整
備を実施しており、改良率は順調に推移し、
市民生活の利便性、安全性の向上につながっ
ている。

85 4 3 1
公共交通の利用を
示す指標

人 4,049 3,688 4,562 4,614 4,574 4,251
ＪＲ東日本公表データに
よる

毎年1％の増を目指す
一関市拠点駅推進協
議会補助金

まちづ
くり推
進課

目標数値（H27年度末）に対しては、上回っ
た結果となっているが、前年度末とは0.8％
下回っているため、引き続き支援していく必
要がある。

86 4 4 1
情報通信網の整備
状況を示す指標

％ 0.0 65.0 90.0 99.6 100.0 100.0
受信調査による（Ｈ24年
度開局予定）

100％を目指す
コミュニティＦＭ情
報配信事業

総務課
個別アンテナ対策により、コミュニティーＦ
Ｍ聴取エリア100％を達成した。

友好都市、姉妹都市
等との交流回数

国際交流団体数

市道改良率（全路
線）

市道舗装率（全路
線）

一ノ関駅乗車数
（１日あたりの乗車
数）

コミュニティーFM聴
取エリア
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総合計画　後期基本計画　「主な指標」一覧

№
分
野

基

本

計

画

分

類

指
標
№

②
指標の説明

③
単位

④
Ｈ22年度
末現在

⑨
Ｈ23年度
末現在

⑩
Ｈ24年度
末現在

⑪
Ｈ25年度
末現在

⑫
Ｈ26年度
末現在

⑥
目標数値
（平成27年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち
主なもの

担当課
目標数値（Ｈ27年度末）に対する進捗状況及

び今後の見通し
①

指標項目

87 4 5 1
市民活動の状況を
示す指標

団体 95 93 93 106 125 100

地域づくり団体全国協議
会への登録団体数及び地
域おこし事業への取組み
団体

1年に1団体の増を目指す 地域おこし事業
まちづ
くり推
進課

地域の特性等を活かした地域づくりに対する
民間の取組みが、地域の活性化につながって
いる。実践者団体間の交流にも引き続き力を
入れ、互いに連携を図りながら更に効果的な
事業が実践されるよう努めていく必要があ
る。

88 5 1 1

国・県が指定する類
型河川 （北上川、
磐井川、千厩川、砂
鉄川、有馬川、金流
川、久保川、猿沢
川、黄海川） の水
質状況を示す指標

河川 0 0 0 0 0 0

県河川水質測定結果によ
る（※H23年度県測定結
果未公表のため、H22年
度の現状を記載）

全ての類型指定河川で水
質基準（BOD値）の達成
を目指す

水質検査事務
生活環
境課

目標を達成している。
今後も引き続き関係機関と連携し取り組んで
いく。

89 5 1 2
自然の保全と活用
の状況を示す指標

人 25,719 21,550 17,111 14,561 15,659 28,000
ビジターセンターからの
報告による

おおむね10%の増を目指
す

環境教育活動事業
商業観
光課

平成26年度は国道342号線の開通が例年より
遅れ、閉鎖も若干早かったが、ビジターセン
ターの利用者数は対前年比で7.5%増となっ
た。

90 5 2 1
森林愛護の意識醸
成を示す指標

団体 12 12 12 11 11 14 実績による 全地域での結成を目指す
全地域での結成を目
指す

農地林
務課

学校統合により既存の組織数は減少してい
る。今後は未組織地域での結成を目指す。

91 5 3 1
都市公園の整備状
況を示す指標

㎡ 21.9 22.0 22.2 22.4 22.5 23.0
都市公園面積／都市計画
区域内人口

５%増を目指す 都市公園整備事業
都市整
備課

目標数値に近づいている。

92 5 4 1
設置状況を示す指
標

ｋW 1,694 4,568 7,546 14,832 24,573 8,762
東北電力㈱一関営業所に
よる

新エネルギービジョン導
入目標値による

生活環
境課

24年度から実施された再生可能エネルギー固
定買取制度により、26年度も導入が大きく進
んだ。25年度末から27年度末目標数を大きく
上回っており、買取価格の動向にもよるが今
後も導入が進むものと思われる。

93 5 4 2
地球温暖化対策の
取り組み状況を示
す指標

ｔCO2 793,900 728,447 776,557 795,400 786,085 729,850 統計データによる
省エネルギービジョン消
費量目標値による

生活環
境課

発電に使用する化石燃料が増加したままであ
り、電気事業者のCO2排出係数は依然として
大きい。一方で、低燃費車両の普及により運
輸部門のCO2排出量が減少し、全体の排出量
が昨年より減少する要因となった。

94 5 5 1
ごみの減量化の取
り組み状況を示す
指標

g
／
日

747 839 903 836 848 758 実績による
今後見直し予定の廃棄物
処理計画による

ごみ減量化等促進対
策事業

生活環
境課

更なる普及啓発を図る必要がある。
※H23～H25年度末現在数値を速報値から確定
値に変更

95 5 5 2
うち家庭系
ごみ

家庭でのごみの減
量化の取り組み状
況を示す指標

g
／
日

534 619 620 632 629 556 実績による
今後見直し予定の廃棄物
処理計画による

ごみ減量化等促進対
策事業

生活環
境課

更なる普及啓発を図る必要がある。
※H23～H25年度末現在数値を速報値から確定
値に変更

地域づくり団体数

環境基準の類型指定
河川における基準値
未達成河川数（BOD
値）

須川ビジターセン
ター見学者数

森林愛護団体数

1人当たり都市公園
面積

太陽光発電システム
導入量

CO2排出量

1人当たりごみ排出
量（一般廃棄物）

11 



総合計画　後期基本計画　「主な指標」一覧

№
分
野

基

本

計

画
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類

指
標
№

②
指標の説明

③
単位
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Ｈ22年度
末現在

⑨
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末現在

⑩
Ｈ24年度
末現在

⑪
Ｈ25年度
末現在

⑫
Ｈ26年度
末現在

⑥
目標数値
（平成27年
度末時点）

⑤
現状把握の方法

⑦
目標設定の考え方

⑧
関連事業のうち
主なもの

担当課
目標数値（Ｈ27年度末）に対する進捗状況及

び今後の見通し
①

指標項目

96 5 5 3
うち事業系
ごみ

事業所でのごみの
減量化の取り組み
状況を示す指標

g
／
日

214 220 283 203 220 202 実績による
今後見直し予定の廃棄物
処理計画による

ごみ減量化等促進対
策事業

生活環
境課

更なる普及啓発を図る必要がある。
※H23～H25年度末現在数値を速報値から確定
値に変更

97 5 5 4
ごみの再資源化へ
の取り組み状況を
示す指標

％ 11.4 15.4 14.1 15.6 15.6 17.8 実績による
今後見直し予定の廃棄物
処理計画による

資源リサイクル事業
生活環
境課

更なる普及啓発を図る必要がある。
※H23～H25年度末現在数値を速報値から確定
値に変更

98 5 5 5
一般環境大
気

生活環境保全への
取り組み状況を示
す指標

％ 66.7 75.0 50.0 75.0 75.0 100.0
岩手県で実施している測
定結果による

基準達成を目指す ばいじん測定事務
生活環
境課

光化学オキシダントが環境基準不達成であ
る。
自然的要因のほか、アジア大陸から汚染物質
の流入が一因と推定される。
※人の健康被害を防止するための注意報の発
令には至っていない。

99 5 5 6
自動車排出
ガス

生活環境保全への
取り組み状況を示
す指標

％ 100 100 100 100 75.0 100.0
岩手県で実施している測
定結果による

基準達成を目指す ばいじん測定事務
生活環
境課

微小粒子状物質（PM2.5)が環境基準不達成で
ある。
アジア大陸からの汚染物質の流入や国内の自
動車排出ガス等による影響が原因と推定され
る。
（人の健康被害を防止するための注意喚起の
実施には至っていない。）

100 5 5 7
有害大気汚
染物質

生活環境保全への
取り組み状況を示
す指標

％ 100 100 100 100 100 100.0
岩手県で実施している測
定結果による

基準達成を目指す ばいじん測定事務
生活環
境課

目標を達成している

101 5 6 1
公営住宅及び特定
公共賃貸住宅の管
理戸数

戸 1,287 1,279 1,261 1,239 1,231 1,287 管理実績による
既存ストックの改善及び
活用を基本とし、現状維
持を目指す

住宅政策基本計画策
定事業

都市整
備課

老朽化した住宅は、入居者が退去した場合に
用途廃止をしており、数値（戸数）の減につ
いては、やむを得ない。用途廃止による戸数
減分の整備については、需要の状況を考慮
し、検討する必要がある。

102 5 6 2
市民参加の景観形
成の状況を示す指
標

団体
等

240 177 189 198 190 245
花いっぱいコンクール参
加申し込み者（団体等）
数

毎年１者（団体等）の増
を目指す

まちづ
くり推
進課

管理が大変ということで参加団体が若干減少
したが、平成28年度の国体の機運を盛り上げ
るため引き続き参加者（団体）の増を目指
す。

103 5 7 1
水道水の安定供給
への取り組みを示
す指標

％ 84.9 85.7 86.3 87.6 87.9 90.0
水道統計による
（給水人口／行政人口） 90％を目指す

簡易水道事業
上水道事業

水道部
目標数値に近づいている。配水管路が布設さ
れている地区で接続する世帯が増えれば、目
標数値を上回ることができると思われる。

104 5 7 2
水道水の安定供給
への取り組みを示
す指標

％ 79.4 70.8 72.9 73.1 80.4 87.0 水道統計による 87％を目指す
簡易水道事業
上水道事業

水道部

目標数値に近づいてはいるものの、まだ差が
ある状況にある。引き続き、古くなった配水
管の計画的な更新を行うなど漏水の少ない安
定した水道を目指す。

ごみのリサイクル率
（一般廃棄物）

「

大
気
汚
染
状
況
測
定
結
果
」

環
境
基
準
達
成
率

市営住宅管理戸数

花いっぱいコンクー
ル参加者（団体等）
数

水道普及率（上水
道、簡易水道）

上水道の有収率
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総合計画　後期基本計画　「主な指標」一覧
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び今後の見通し
①

指標項目

105 5 8 1
下水道等による生
活排水の処理状況
を示す指標

％ 50.5 53.0 54.8 57.6 59.9 65.5
汚水処理施設整備状況に
よる

一関市汚水処理実施計画
目標値による

公共下水道事業
浄化槽設置整備事業

下水道
課

現在の整備ペースでは、平成27年度末の目標
値に到達するのは難しい状況である。

106 5 8 2
うち公共下
水道供用区
域面積

下水道による生活
排水の処理状況を
示す指標

ha 1,283 1,375 1,438 1,490 1,540 1,690
汚水処理施設整備状況に
よる

一関市汚水処理実施計画
目標値による

公共下水道事業
下水道
課

現在の整備ペースでは、平成27年度末の目標
値に到達するのは難しい状況である。

107 5 8 3
うち公共下
水道供用区
域内人口

下水道による生活
排水の処理状況を
示す指標

人 36,623 38,439 40,069 41,581 43,370 45,143
汚水処理施設整備状況に
よる

一関市汚水処理実施計画
目標値による

公共下水道事業
下水道
課

現在の整備ペースでは、平成27年度末の目標
値に到達するのは難しい状況である。

108 5 8 4
下水道等による生
活排水の処理状況
を示す指標

人 54,531 56,482 58,239 60,267 61,296 68,293

年度末現在の公共下水
道、農業集落排水、浄化
槽、コミプラの水洗化人
口を集計。

一関市汚水処理実施計画
目標値による

公共下水道事業
浄化槽設置整備事業

下水道
課

現在の整備ペースでは、平成27年度末の目標
値に到達するのは難しい状況である。

109
第
２
部

2 1

一般市民が参画し
て市の計画や施策
を審議や協議する
場の拡充状況を示
す数値

％ 12.5 21.2 17.0 22.8 22.8 20.0
各審議会等を所管する担
当課へ照会し取りまとめ
たもの。

公募委員設置審議会の占
有率50％を目指す

まちづ
くり推
進課

57の審議会中、13の審議会において、公募あ
るいはスタッフバンクから選任しており、平
成27年度末の目標数値20.0％を上回った結果
となった。今後も、積極的な公募委員の選任
について周知を図っていく。

110
第
２
部

3 1
市の財政の弾力性
を示す指標

％ 84.7 86.8 87.1 88.0 89.3 84.0
平成22年度地方財政状況
調査（決算統計）

健全で持続可能な財政運
営を図るため、財政目標
数値を掲げ、その達成を
目指す

財政課
財政構造の硬直化が進行しているが、行財政
改革の取り組みを一層推進し、指標の好転に
努める。

111
第
２
部

3 2
市の財政の健全性
を示す指標

％ 16.8 15.9 15.3 14.7 13.9 14.0 健全化判断比率報告書

健全で持続可能な財政運
営を図るため、財政目標
数値を掲げ、その達成を
目指す

財政課 目標を達成している

公募による委員を選
任した市で任意設置
した審議会等の割合

経常収支比率

実質公債費比率

汚水処理人口普及率

水洗化人口

13 
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新市建設計画事業【一般会計分】進捗状況総括表（Ｈ18～26年度実績）

地域別事業費執行状況 （単位：千円）

事業費 計画額 実績額 参考：執行率

一関 26,433,234 38,183,390 144.5 %

花泉 5,420,736 4,900,957 90.4 %

大東 7,011,533 7,864,811 112.2 %

千厩 3,267,071 2,903,957 88.9 %

東山 3,965,900 2,694,245 67.9 %

室根 3,770,660 2,039,596 54.1 %

川崎 3,040,104 2,535,907 83.4 %

共通 1,216,086 3,989,972 328.1 %

計 54,125,324 65,112,835 120.3 %

※共通：全地域を対象とした事業（室根高原牧場組合で実施した事業を含む）

地域別事業進捗状況

事業数 ◎完了 ○継続中 ▲一部完了 ■未実施 合計

一関 29　件 49　件 1　件 7　件 86　件

花泉 11　件 18　件 0　件 3　件 32　件

大東 33　件 20　件 1　件 4　件 58　件

千厩 27　件 8　件 1　件 2　件 38　件

東山 5　件 7　件 0　件 7　件 19　件

室根 16　件 16　件 0　件 7　件 39　件

川崎 17　件 9　件 0　件 3　件 29　件

共通 4　件 14　件 0　件 7　件 25　件

計 142　件 141　件 3　件 40　件 326　件

事業数 ◎完了 ○継続中 ▲一部完了 ■未実施 合計

一関 33.7 % 57.0 % 1.2 % 8.1 % 100.0 %

花泉 34.4 % 56.3 % 0.0 % 9.4 % 100.0 %

大東 56.9 % 34.5 % 1.7 % 6.9 % 100.0 %

千厩 71.1 % 21.1 % 2.6 % 5.3 % 100.0 %

東山 26.3 % 36.8 % 0.0 % 36.8 % 100.0 %

室根 41.0 % 41.0 % 0.0 % 17.9 % 100.0 %

川崎 58.6 % 31.0 % 0.0 % 10.3 % 100.0 %

共通 16.0 % 56.0 % 0.0 % 28.0 % 100.0 %

計 43.6 % 43.3 % 0.9 % 12.3 % 100.0 %

【資料№40-1】Ｈ28.２.24（水）
　第10回総合計画審議会資料



新市建設計画事業【一般会計分】進捗状況一覧（Ｈ18～26年度実績）
（単位：千円） 【↓◎完了：事業が完了、〇継続中：事業が継続中、▲一部完了：事業を休止、■未実施：未実施または取り止め】

平成18年度～26年度
実績額（９年間）

一関 1 ○ 研究開発工業団地整備事業 89,500 745,499 ◎完了

研究開発工業団地文化財試掘調査負担金
研究開発工業団地整備促進事業
一関東第２工業団地整備促進事業
一関東第２工業団地内ため池転落防止防護柵設置工事
一関東第２工業団地内公園整備事業

一関 2 ○ （仮称）寺田下流通団地線道路改良舗装工事 500,000 533,028 ▲一部完了 市道寺田下流通団地線道路改良舗装事業
第２工区は、Ｒ284真滝バイパスの交通状況等を
勘案し、事業着手を検討。

一関 3 ○ 市道金沢線道路改良舗装事業 690,000 2,886,077 ○継続中

金沢線道路改良舗装事業
市道清水原一関線道路整備事業
金沢線・清水原一関線道路改良舗装事業
市道矢ノ目沢金沢線・清水原一関線道路整備事業
　花泉№1　町道清水原一関線・飯倉線道路改良工事を統合

一関 4 ○ 行政情報ネットワーク整備事業 127,260 4,362,895 ○継続中

地域情報基盤整備事業、総合行政情報システム用機器購入、情報格差是正事業、
携帯版ホームページ作成事業、テレビ難視聴地区解消事業、移動通信用施設整備
事業、統合型地理情報システム導入事業、一関市地デジ支援センター業務委託、
コミュニティＦＭ開設準備事業・情報配信事業、地上デジタル中継局ネットワーク管
理運営事業、パソコン文字コード対応化事業
Ｈ21年度生活対策臨時交付金(テレビ難視聴解消事業・行政情報化推進事務費)、
コミュニティＦＭと緊急告知ラジオを活用した災害防災情報の配信
Ｈ21・22年度経済危機対策臨時交付金(行政情報化推進事務費：総合行政システ
ム用機器等購入)
Ｈ23年度きめ細かな交付金(地域情報化推進事務費：機器購入費、導入経費、設備
構築費)
　一関№79　テレビ難視聴地域解消事業：共同受信施設設置費補助金
　花泉№15　難視聴地域解消事業
　花泉№17　地域情報化推進事業（ＣＡＴＶ整備調査事業)
　花泉№26　移動通信用鉄塔整備事業
　大東№26　テレビ難視聴対策事業
　室根№24・25・26　テレビ共同受信施設設置事業
　共通№2　情報ネットワーク整備事業を統合
※合併後広域枠に変更
※藤沢町との合併に伴う整備を含む

一関 5 ○ 都市計画基本図作成業務委託 22,000 44,468 ○継続中
都市計画基本図修正業務委託
都市計画用途地域図データ修正及び印刷

一関 6 ○ 障害者総合支援システム整備事業 7,500 1,890 ◎完了 自立支援一般事務費

一関 7 ○ 市営住宅管理システムの更新事業 5,000 ◎完了 収納システム統合の際に実施済み

一関 8 ○ 建築確認支援システム更新事業 20,500 388 ◎完了

一関 9 小中学校建物耐震診断事業 8,500 7,250 ◎完了 ※Ｈ19年度以降の耐震診断は一関地域学校施設耐震改修等事業に統合 一関№16に統合

一関 10 弥栄・真滝統合中学校建設事業 1,522,298 1,093,799 ◎完了
弥栄・真滝統合中学校建設事業
一関東中学校建設事業

一関 11 小学校設備改修事業 20,000 ○継続中 一関№16に統合

一関 12 (仮称)一関東学校給食センター建設事業 384,659 583,347 ◎完了
真滝学校給食センター建設事業
　川崎№18　学校給食センター整備事業を統合

地域 番号 広域枠 計画事業名

平成18年度～27年度
　計画額（10年間）

実施状況
実施した主な事業名

（事業名の変更または事業内容組み換えによるもの）

未実施または事業を取り止めた場合などの
理由

事業費 事業費

1

【資料№40-2】Ｈ28.２.24（水）
　第10回総合計画審議会資料



新市建設計画事業【一般会計分】進捗状況一覧（Ｈ18～26年度実績）
（単位：千円） 【↓◎完了：事業が完了、〇継続中：事業が継続中、▲一部完了：事業を休止、■未実施：未実施または取り止め】

平成18年度～26年度
実績額（９年間）

地域 番号 広域枠 計画事業名

平成18年度～27年度
　計画額（10年間）

実施状況
実施した主な事業名

（事業名の変更または事業内容組み換えによるもの）

未実施または事業を取り止めた場合などの
理由

事業費 事業費

一関 13 中里・山目統合中学校整備事業 1,015,300 1,613,487 ○継続中
山目・中里統合中学校校舎改築事業
磐井中学校校舎改築事業

一関 14 (仮称）一関中央学校給食センター建設事業 572,396 22,498 ○継続中 （仮）西部第２学校給食センター建設事業

一関 15 スクールバス等更新事業 50,000 87,609 ○継続中 スクールバス更新事業

一関 16 小中学校校舎等整備事業 2,560,000 3,131,933 ○継続中

一関地域小・中学校下水道接続工事
一関地域学校施設耐震改修等事業(一関小校舎、山目小屋内運動場、中里小校
舎、本寺小屋内運動場、萩荘中屋内運動場、舞川中校舎、山目小校舎、桜町中校
舎（特別教室・屋外トイレ）)
舞川中学校屋内運動場屋根改修事業、中里小学校屋外運動場整備事業
山目中学区第二グラウンド排水工事、厳美小学校大規模改修事業
小学校プール改築事業、中学校武道場建設事業
Ｈ21年度生活対策臨時交付金(小学校修繕・中学校修繕)
Ｈ21・22年度経済危機対策臨時交付金(小学校・中学校施設改修事業：山目小給水
管・舞川中、弥栄中)
　一関№9　小中学校建物耐震診断事業を統合
　一関№11　小学校設備改修事業を統合

一関 17 図書館建設事業 1,150,000 2,523,930 ◎完了
一関図書館移転事業
新一関図書館整備事業　（Ｈ26完了）

一関 18 ○ 広域営農団地農道整備事業西磐井地区負担金 240,000 ◎完了 岩手県が実施

一関 19 ○ 広域営農団地農道整備事業西磐井3期地区負担金 60,000 ◎完了 岩手県が実施

一関 20 県単道路整備事業負担金 15,000 ■未実施 市負担金なし

一関 21 ○ 一級市道真滝中央線道路改良舗装事業 654,000 639,414 ◎完了
１級市道真滝中央線道路整備事業
市道真滝中央線道路改良事業

一関 22 沖線道路改良舗装事業 625,000 705,555 ◎完了
１級市道沖線道路改良舗装事業
市道沖線道路改良事業

一関 23 一級市道平場結渡線道路改良舗装事業 182,000 228,987 ◎完了 １級市道平場結渡線道路改良舗装事業

一関 24 一級市道台町萩荘線道路改良舗装事業 360,000 250,463 ◎完了 １級市道台町萩荘線道路改良舗装事業

一関 25 １、２級、その他市道道路改良舗装事業 3,290,000 4,093,787 ○継続中
１・２級・その他市道道路改良舗装事業
１・２級・その他市道道路改良事業

一関 26 舗装新設事業 821,200 1,642,602 ○継続中
舗装新設事業
Ｈ22年度きめ細かな臨時交付金(舗装新設事業)

一関 27 消防コミュニティセンター整備事業 47,600 234,845 ○継続中 消防拠点施設整備事業(屯所)

2



新市建設計画事業【一般会計分】進捗状況一覧（Ｈ18～26年度実績）
（単位：千円） 【↓◎完了：事業が完了、〇継続中：事業が継続中、▲一部完了：事業を休止、■未実施：未実施または取り止め】

平成18年度～26年度
実績額（９年間）

地域 番号 広域枠 計画事業名

平成18年度～27年度
　計画額（10年間）

実施状況
実施した主な事業名

（事業名の変更または事業内容組み換えによるもの）

未実施または事業を取り止めた場合などの
理由

事業費 事業費

一関 28 ○ 防災緊急情報システム整備事業 60,300 1,897,066 ○継続中

束稲中継所救急無線避雷器設置工事
携帯用無線電話装置更新整備事業
消防救急無線デジタル化整備事業
防災情報提供システム整備事業
防災行政無線等整備事業
消防救急無線デジタル化推進事業負担金
防災行政情報システム整備事業
　花泉№13　防災情報通信施設整備事業を統合
※合併後広域枠に変更

一関 29 消防施設整備事業(防火水槽) 220,000 152,067 ○継続中 防火水槽整備事業

一関 30 消防施設整備事業(消防ポンプ自動車) 113,400 75,485 ○継続中

一関 31 消防施設整備事業(小型動力ポンプ積載車) 74,000 76,844 ○継続中
消防団車両更新事業(積載車・小型動力ポンプ)
　一関№32　消防施設整備事業(小型動力ポンプ)を統合

一関 32 消防施設整備事業(小型動力ポンプ) 17,400 ○継続中 一関№31に統合

一関 33 地すべり防止事業 2,310 1,122 ○継続中 県単治山事業負担金(地すべり自動観測システムの管理運用に関する費用を含む)

一関 34 急傾斜地崩壊対策事業 10,000 58,522 ○継続中 急傾斜地崩壊対策事業負担金

一関 35 社会教育施設の身障者対応整備事業 12,600 ○継続中 市有財産活用推進事業等で実施

一関 36 ○ 大型空き店舗利活用事業 300,000 1,026,368 ○継続中
市街地活性化施設整備事業、市街地活性化センター管理事業
※合併後広域枠に変更

一関 37 ○ 中小小売商業者等強化支援資金利子補給事業 9,367 2,869 ○継続中
中小小売商業者等強化支援資金利子補給補助金
※合併後広域枠に変更

一関 38 ○ 中小企業振興資金貸付事業 3,450,000 658,467 ○継続中

一関市中小企業振興資金貸付事業
一関市中小企業振興資金保証料補給補助金
※計画額には預託金を含む
※合併後広域枠に変更

一関 39 ○ 新製品・新技術開発事業 5,000 4,374 ○継続中
新製品・新技術開発事業
※合併後広域枠に変更

一関 40 ○ 工業立地資金利子補給金補助事業 10,924 97,229 ○継続中
企業立地資金利子補給金補助事業
※合併後広域枠に変更

一関 41 経営体育成基盤整備事業　一関第1地区 556,015 370,487 ○継続中 県営経営体育成基盤整備事業　一関第1地区
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新市建設計画事業【一般会計分】進捗状況一覧（Ｈ18～26年度実績）
（単位：千円） 【↓◎完了：事業が完了、〇継続中：事業が継続中、▲一部完了：事業を休止、■未実施：未実施または取り止め】

平成18年度～26年度
実績額（９年間）

地域 番号 広域枠 計画事業名

平成18年度～27年度
　計画額（10年間）

実施状況
実施した主な事業名

（事業名の変更または事業内容組み換えによるもの）

未実施または事業を取り止めた場合などの
理由

事業費 事業費

一関 42 ○ 公有林整備事業（国庫対応分） 53,000 455,009 ○継続中

公有林整備事業
Ｈ21年度生活対策臨時交付金(公有林整備事業費)
※国庫対応分以外の公有林整備事業を含む
　大東№23　高齢級間伐促進事業
　大東№56　公有林整備事業
　東山№10　公有林整備事業
　室根№22　村有林整備事業
　室根№23　村有林整備事業（流域公益保全林整備事業)
　室根№31　樹種転換事業を統合
※合併後広域枠事業に変更

一関 43 間伐対策事業 20,000 3,495 ○継続中
民有林間伐等促進事業
森林総合整備事業費補助金（Ｈ27～事業名変更）

一関 44 ○ 分収林整備事業 2,000 1,156 ○継続中
分収造林整備事業
※合併後広域枠に変更

一関 45 ○ 保全松林健全化整備事業 28,000 206,847 ○継続中

保全松林健全化整備事業（～Ｈ25）
里山再生松くい虫特別対策事業
　東山№8　松林健全化整備事業を統合
　川崎№1　保全松林緊急保護整備事業を統合
※合併後広域枠事業に変更
保全松林緊急保護整備事業（Ｈ26～事業名変更）

一関 46 岩手しいたけ王国基盤強化事業 17,150 14,653 ○継続中 しいたけ生産対策事業

一関 47 森林保全整備事業・森林開発事業芦ノ口線 30,000 ◎完了 Ｈ17年度に完了

一関 48 県営緊急生産調整排水対策特別事業菖蒲地区 6,050 4,869 ◎完了 県営地域水田農業支援排水対策特別事業（Ｈ26年度完了）

一関 49 団体営基盤整備促進事業（ほ場整備）山谷地区 17,000 ■未実施 地元合意に至っていない

一関 50 環境保全型ほ場整備事業　本寺地区 100,000 84,826 ○継続中
県営元気な地域づくり交付金
伝統的水路保全事業
県営景観保全農地整備事業(骨寺村荘園地区)

一関 51 離職者対策資金利子補給補助金 420 ■未実施 合併前から融資実績がない

一関 52 家畜導入事業資金供給事業 11,000 770 ◎完了 家畜導入事業資金供給事業

一関 53 繁殖素牛管内保留事業 16,200 19,257 ○継続中
繁殖牛生産振興対策事業
　№54　繁殖素牛管外導入事業を統合

一関 54 繁殖素牛管外導入事業 1,060 ○継続中 一関№53に統合

一関 55 優良乳用牛導入事業 4,500 2,813 ○継続中 酪農振興総合対策事業

一関 56 道路整備プログラム策定事業 5,000 ■未実施

一関 57 駅東東工業団地線街路整備事業 370,000 257,149 ◎完了 駅東東工業団地線街路整備事業
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新市建設計画事業【一般会計分】進捗状況一覧（Ｈ18～26年度実績）
（単位：千円） 【↓◎完了：事業が完了、〇継続中：事業が継続中、▲一部完了：事業を休止、■未実施：未実施または取り止め】

平成18年度～26年度
実績額（９年間）

地域 番号 広域枠 計画事業名

平成18年度～27年度
　計画額（10年間）

実施状況
実施した主な事業名

（事業名の変更または事業内容組み換えによるもの）

未実施または事業を取り止めた場合などの
理由

事業費 事業費

一関 58 駅東前堀線街路整備事業 1,010,000 1,648,449 ◎完了 駅東前堀線街路整備事業

一関 59 中央町上袋線街路整備事業 300,000 ■未実施 社会情勢を勘案し、事業実施を検討

一関 60 青葉町堺線街路整備事業 1,035,000 ■未実施 社会情勢を勘案し、事業実施を検討

一関 61 市道赤荻黒沢線（大久保橋）改築事業 288,000 430,220 ◎完了 １級市道赤荻黒沢線（大久保橋）橋梁整備事業

一関 62 〇 街路灯整備事業 26,000 159,885 ○継続中

防犯灯設置事業補助
防犯灯ＬＥＤ化事業
　川崎№11　防犯灯設置事業を統合
※合併後広域枠へ変更(実績額は全地域分合算)

一関 63 県営ふるさと農道緊急整備事業柴沢地区負担金 39,375 ◎完了 岩手県が実施

一関 64 平泉前堀線道路改良舗装事業 500,000 ■未実施 中里環状２号線道路整備事業を検討中

一関 65 市道駅東前堀線（下之橋）改築事業 341,000 385,801 ◎完了 １級市道駅東前堀線（下之橋）橋梁整備事業

一関 66 〇 市道原沢１号、中里原沢線道路改良舗装工事 660,000 142,278 ○継続中
市道原沢１号線道路改良事業
※合併後広域枠に変更

一関 67 （仮称）雲南外山線道路改良舗装工事 30,000 327,894 ○継続中
市道宿外山線・福泉宿線道路改良舗装工事
市道宿外山線・（仮称）中条外山線道路改良舗装事業

一関 68 その他河川及び排水路改修事業 45,000 194,146 ○継続中
河川及び排水路改修事業
Ｈ21年度生活対策臨時交付金(河川維持補修費)
Ｈ21年度経済危機対策臨時交付金(河川維持補修費：神田水路)

一関 69 交通安全施設整備事業 158,000 151,895 ○継続中 交通安全施設整備事業

一関 70 市道赤荻黒沢線交通安全施設整備事業 145,000 60,709 ○継続中 １級市道赤荻黒沢線歩道設置事業

一関 71 中央町南谷起線外２路線街路整備事業市負担金 65,520 1,382,273 ○継続中
中央町南谷起線外２路線道路改良事業(負担金)
山目駅前釣山線(竹山工区)道路改良事業

一関 72 合併処理浄化槽設置整備事業 309,000 475,016 ○継続中 浄化槽市町村整備事業(個人設置型)

一関 73 〇 高齢者等住宅改良事業 96,000 121,826 ○継続中
高齢者及び障害者にやさしい住まいづくり推進事業
※合併後広域枠に変更（実績は全地域合算額）
　花泉№27　高齢者及び障害者にやさしい住まいづくり推進事業を統合

一関 74 ○ 一関市障害者福祉計画策定事務 1,200 830 ◎完了 一関市障害者福祉計画策定事務

一関 75 ○ 環境基本計画策定事業 5,000 8,344 ◎完了
環境基本計画策定事業
環境基本計画策定記念事業

5



新市建設計画事業【一般会計分】進捗状況一覧（Ｈ18～26年度実績）
（単位：千円） 【↓◎完了：事業が完了、〇継続中：事業が継続中、▲一部完了：事業を休止、■未実施：未実施または取り止め】

平成18年度～26年度
実績額（９年間）

地域 番号 広域枠 計画事業名

平成18年度～27年度
　計画額（10年間）

実施状況
実施した主な事業名

（事業名の変更または事業内容組み換えによるもの）

未実施または事業を取り止めた場合などの
理由

事業費 事業費

一関 76 ○ 緑の基本計画策定事業 5,000 16,848 ◎完了 都市計画に関する基本方針・総合都市交通体系調査・緑の基本計画策定事業

一関 77 ○ 新エネルギービジョン策定事業 8,000 8,975 ◎完了

一関 78 ○ 一関市住宅マスタープラン策定事業 6,000 6,012 ◎完了 住宅マスタープラン策定事業

一関 79 ○ テレビ難視聴地域解消事業(共同受信施設設置費補助金) 110,570 ○継続中 一関№4に統合

一関 80 〇 歴史の小道整備事業 315,220 12,708 ○継続中 ※合併後広域枠に変更

一関 81 〇 古文書等資料調査 20,000 38,126 ○継続中
古文書等資料調査事業
※合併後広域枠に変更

一関 82 児童クラブ水洗化工事 1,800 7 ◎完了 市有財産活用推進事業等で実施

一関 83 (仮称)健康・福祉センター整備事業 10,000 1,521,468 ○継続中 一関保健センター移転整備事業

一関 84 ○ 世界遺産登録推薦書作成事業 1,918 5,261 ○継続中 世界遺産活用推進実行委員会負担金

一関 85 消火栓新設事業負担金 81,700 71,279 ○継続中 消火栓整備事業

一関 86 畜産担い手育成総合整備事業 256,522 107,645 ◎完了 畜産担い手育成総合整備事業

26,433,234 38,183,390一関地域　計
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新市建設計画事業【一般会計分】進捗状況一覧（Ｈ18～26年度実績）
（単位：千円） 【↓◎完了：事業が完了、〇継続中：事業が継続中、▲一部完了：事業を休止、■未実施：未実施または取り止め】

平成18年度～26年度
実績額（９年間）

地域 番号 広域枠 計画事業名

平成18年度～27年度
　計画額（10年間）

実施状況
実施した主な事業名

（事業名の変更または事業内容組み換えによるもの）

未実施または事業を取り止めた場合などの
理由

事業費 事業費

花泉 1 ○ 町道清水原一関線・飯倉線道路改良工事 495,000 ○継続中 一関№3に統合

花泉 2 生涯学習施設整備事業／図書館建設事業 469,000 575,412 ◎完了

花泉 3 経営体育成基盤整備事業　金流川沿岸地区 16,000 12,600 ◎完了

花泉 4 経営体育成基盤整備事業　夏川地区 237,000 249,883 ○継続中 　花泉№7　排水対策特別事業　夏川地区を統合

花泉 5 経営体育成基盤整備事業　夏川2期地区 282,000 210,837 ○継続中 　花泉№9　排水対策特別事業　夏川2期地区を統合

花泉 6 経営体育成基盤整備事業　川北地区 32,596 21,574 ○継続中

花泉 7 排水対策特別事業　夏川地区 46,000 ◎完了 花泉№4に統合

花泉 8 経営体育成基盤整備事業　夏川3期地区 222,500 214,552 ○継続中 　花泉№10　排水対策特別事業　夏川3期地区を統合

花泉 9 排水対策特別事業　夏川2期地区 94,900 ◎完了 花泉№5に統合

花泉 10 排水対策特別事業　夏川3期地区 35,600 ◎完了 花泉№8に統合

花泉 11 スクールバス更新並びに購入 7,000 52,278 ○継続中

花泉 12 生涯学習施設整備事業／永井公民館建設事業 130,000 293,321 ◎完了 永井公民館整備事業（Ｈ26年度完了）

花泉 13 防災情報通信施設整備事業 240,000 ○継続中 一関№28に統合

花泉 14 福祉センター大規模改修 163,000 176,212 ◎完了 当初計画に加えて、照明改修等を実施

花泉 15 ○ 難視聴地域解消事業 100,000 ○継続中 一関№4に統合

花泉 16 町道等改良舗装事業 1,336,900 1,819,026 ○継続中
１・２級・その他市道　道路改良事業（花泉地域）
市道舗装新設事業（花泉地域）

花泉 17 ○ 地域情報化推進事業/CATV整備（調査事業） 50,000 ○継続中 一関№4に統合

花泉 18 小学校整備事業／町立小学校耐震・大規模改修工事 420,000 373,043 ◎完了
老松・日形小屋内体育館耐震関連事業
金沢小学校大規模改修事業
涌津小学校校舎前庭整備事業　（Ｈ26年度完了）

花泉 19 社会体育施設整備事業／町民体育館整備事業 43,000 95,671 ○継続中
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新市建設計画事業【一般会計分】進捗状況一覧（Ｈ18～26年度実績）
（単位：千円） 【↓◎完了：事業が完了、〇継続中：事業が継続中、▲一部完了：事業を休止、■未実施：未実施または取り止め】

平成18年度～26年度
実績額（９年間）

地域 番号 広域枠 計画事業名

平成18年度～27年度
　計画額（10年間）

実施状況
実施した主な事業名

（事業名の変更または事業内容組み換えによるもの）

未実施または事業を取り止めた場合などの
理由

事業費 事業費

花泉 20 合併処理浄化槽設置整備事業 140,000 142,459 ○継続中

花泉 21 消防施設設備整備事業 100,000 230,152 ○継続中

消防屯所建設事業
消防ポンプ自動車更新整備事業
小型動力ポンプ積載車等更新整備事業
防火水槽整備事業

花泉 22 畜産振興総合対策事業 100,000 ■未実施
Ｈ18年度の計画案で事業内容を見直し
（堆肥処理施設の新設を止め、農家間での処理
に移行）

花泉 23 県営かんがい排水事業　迫川上流地区 1,100 481 ◎完了

花泉 24 ため池等整備事業　鴻南沢地区 9,000 6,521 ◎完了

花泉 25 ため池等整備事業　角屋地区 7,500 800 ○継続中 県営農村災害対策整備事業　角屋地区

花泉 26 ○ 移動通信用鉄塔整備事業 100,000 ○継続中 一関№4に統合

花泉 27 〇 高齢者及び障害者にやさしい住まいづくり推進事業 6,000 ○継続中 一関№73に統合

花泉 28 放課後児童クラブ新設事業（維持管理を除く） 4,000 ■未実施

花泉 29 花泉支所庁舎整備事業 43,000 82,851 ○継続中 当初計画に加えて、照明改修等を実施

花泉 30 生涯学習施設整備事業／歴史資料館整備事業 53,000 ■未実施 事業内容を見直し

花泉 31 経営体育成基盤整備事業　日形地区 180,000 150,525 ○継続中

花泉 32 畜産担い手育成総合整備事業 256,640 192,759 ◎完了

5,420,736 4,900,957花泉地域　計
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新市建設計画事業【一般会計分】進捗状況一覧（Ｈ18～26年度実績）
（単位：千円） 【↓◎完了：事業が完了、〇継続中：事業が継続中、▲一部完了：事業を休止、■未実施：未実施または取り止め】

平成18年度～26年度
実績額（９年間）

地域 番号 広域枠 計画事業名

平成18年度～27年度
　計画額（10年間）

実施状況
実施した主な事業名

（事業名の変更または事業内容組み換えによるもの）

未実施または事業を取り止めた場合などの
理由

事業費 事業費

大東 1 経営構造対策事業（アグリピア施設整備事業） 715,000 ■未実施
事業実施主体となる団体の条件整備が整ってい
ない

大東 2 施設園芸等集出荷施設整備事業 150,000 ■未実施 アグリピア施設整備事業に併せ実施予定

大東 3
やすらぎ空間整備事業(新グリーン・ツーリズム総合推進対
策)

62,000 22,259 ◎完了 旧内野小学校については、利活用を検討中

大東 4 豊かなる農業振興特別対策事業 50,000 7,144 ○継続中 農業担い手チャレンジ事業補助金

大東 5 芦東山記念館整備事業 338,000 308,179 ◎完了

大東 6 歴史民俗資料館整備事業 69,000 ■未実施
旧渋民小学校への渋民公民館移設事業と併せ
検討中

大東 7 図書館増改築事業 183,156 171,449 ◎完了 大東図書館整備事業

大東 8 山吹城址保存整備事業 36,100 11,843 ◎完了

大東 9 新生興田地区統合小学校建築整備事業 105,000 69,997 ◎完了 興田小学校建築整備事業

大東 10 大原小学校施設整備事業 783,922 1,414,727 ◎完了 統合大原小学校整備事業

大東 11 大東小学校（仮称）施設整備事業 273,000 1,670,088 ◎完了

大東 12 スクールバス購入事業 40,000 ◎完了

大東 13 〇 学校給食センター整備事業 450,000 520,162 ◎完了
大東学校給食センター整備事業
　東山№17　学校給食センター整備事業を統合
※合併後広域枠に変更

大東 14 大原中学校施設整備事業 105,000 87,333 ◎完了

大東 15 防火水槽構築事業 76,800 21,076 ○継続中 防火水槽整備事業

大東 16 消防ポンプ自動車購入事業 38,400 30,633 ○継続中

大東 17 小型動力ポンプ付積載車購入事業 59,360 31,425 ○継続中 消防団車両更新事業（積載車・小型動力ポンプ・大東）

大東 18 消防防災施設整備事業 25,268 103,971 ○継続中 消防拠点施設整備事業（屯所・大東）

大東 19 消火栓整備事業 12,800 10,898 ○継続中
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新市建設計画事業【一般会計分】進捗状況一覧（Ｈ18～26年度実績）
（単位：千円） 【↓◎完了：事業が完了、〇継続中：事業が継続中、▲一部完了：事業を休止、■未実施：未実施または取り止め】

平成18年度～26年度
実績額（９年間）

地域 番号 広域枠 計画事業名

平成18年度～27年度
　計画額（10年間）

実施状況
実施した主な事業名

（事業名の変更または事業内容組み換えによるもの）

未実施または事業を取り止めた場合などの
理由

事業費 事業費

大東 20 意欲ある畜産担い手総合支援事業 50,000 14,558 ○継続中 農業担い手チャレンジ事業補助金

大東 21 乾しいたけ生産対策事業 22,050 22,881 ○継続中 しいたけ生産対策事業

大東 22 森林保全特別対策事業 32,000 38,247 ○継続中
民有林間伐等促進事業
森林総合整備事業費補助金（Ｈ27～事業名変更）

大東 23 ○ 高齢級間伐促進事業 3,520 ○継続中 一関№42に統合

大東 24 公衆便所改築事業 10,000 753 ◎完了

大東 25 地籍図根点復元事業 4,700 ◎完了 他の道路事業と併せ完了

大東 26 ○ テレビ難視聴対策事業 39,600 ○継続中 一関№4に統合

大東 27 社会教育施設改修工事 25,000 30,685 ○継続中 大原公民館耐震補強事業（市有財産活用推進事業）

大東 28 ○ 広域営農団地農道整備事業東磐井地区 9,000 1,314 ◎完了

大東 29 経営体育成基盤整備事業（渋民地区） 114,440 68,329 ◎完了

大東 30 農地環境整備事業（藤ヶ崎） 44,782 13,965 ◎完了

大東 31 中山間地域総合整備事業（一般型）猿沢地区 124,322 103,580 ◎完了 県営中山間地域総合整備事業　猿沢地区

大東 32 農地環境整備事業（前田野） 50,540 71,069 ◎完了 県営農地環境整備事業　前田野地区

大東 33 基盤整備促進事業（土地総型）下内野地区 36,884 168,062 ◎完了 団体営基盤整備促進事業　下内野地区

大東 34 ○ 県道江刺室根線大原工区道路整備事業 283,026 469,971 ◎完了

大東 35 曽慶川摺沢工区護岸整備事業 40,900 33,654 ◎完了

大東 36 町営住宅建設事業 40,000 ○継続中 雇用促進住宅購入事業

大東 37 ○ 町道大原渋民線道路改良舗装事業 78,700 127,639 ○継続中

大東 38 町道立町線道路改良舗装事業 135,000 ◎完了
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新市建設計画事業【一般会計分】進捗状況一覧（Ｈ18～26年度実績）
（単位：千円） 【↓◎完了：事業が完了、〇継続中：事業が継続中、▲一部完了：事業を休止、■未実施：未実施または取り止め】

平成18年度～26年度
実績額（９年間）

地域 番号 広域枠 計画事業名

平成18年度～27年度
　計画額（10年間）

実施状況
実施した主な事業名

（事業名の変更または事業内容組み換えによるもの）

未実施または事業を取り止めた場合などの
理由

事業費 事業費

大東 39 町道白山線交通安全施設・道路改良舗装事業 80,000 ◎完了

大東 40 町道源八線（取付道路）道路改良舗装事業 50,000 39,388 ◎完了

大東 41 ○ 広域農道関連一般農道整備事業（摺沢東部） 13,000 165,294 ◎完了 市道源八線道路整備事業（新源八線）

大東 42 町道興田猿沢線道路改良舗装事業 30,000 ◎完了

大東 43 除雪用機械整備事業 60,000 10,185 ◎完了

大東 44 基盤整備促進事業（農道型）大住地区 20,208 21,464 ◎完了 元気な地域づくり交付金（基盤整備）大住地区

大東 45 和山地区農道整備事業 60,000 ◎完了 大東№52に統合

大東 46 林道整備事業（新田物沢線） 20,000 ◎完了 H17年度までに完了

大東 47 林道整備事業（袋沢長洞線） 40,000 ◎完了 H17年度までに完了

大東 48 林道整備事業（西丑石線） 88,000 ○継続中 大東№52に統合

大東 49 林道整備事業（新田大平線） 70,000 ◎完了 大東№52に統合

大東 50 アストロ・ロマン大東遊具整備事業 28,455 4,352 ▲一部完了

観光施設管理事業
（アストロ・ロマン大東遊具施設修繕工事、アストロ・ロマン大東遊具施設設置工事）
アストロ・ロマン大東管理費
市有財産活用推進事業

修繕は必要に応じて実施

大東 51
町道八日町馬場舘線道路改良舗装事業（統合小学校関
連）

10,000 ○継続中 大東№52に統合

大東 52 町道改良整備事業 1,354,000 1,871,128 ○継続中

1・2級・その他市道道路改良舗装事業（大東地域）
　大東№45　和山地区農道整備事業
　大東№48　林道整備事業（西丑石線）
　大東№49　林道整備事業（新田大平線）
　大東№51　町道八日町馬場舘線道路改良舗装事業（統合小学校関連）
　大東№54　町道八幡前線交通安全施設・道路改良舗装事業
　大東№55　基盤整備促進事業（農道型）梅の木地区を統合

大東 53 町道羽根折沢線道路改良舗装事業（ゴミ処理施設関連） 40,000 107,109 ◎完了 市道羽根折沢線道路改良舗装事業（Ｈ26年度完了）

大東 54 町道八幡前線交通安全施設・道路改良舗装事業 30,000 ○継続中 大東№52に統合

大東 55 基盤整備促進事業（農道型）梅の木地区 10,000 ○継続中 大東№52に統合
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新市建設計画事業【一般会計分】進捗状況一覧（Ｈ18～26年度実績）
（単位：千円） 【↓◎完了：事業が完了、〇継続中：事業が継続中、▲一部完了：事業を休止、■未実施：未実施または取り止め】
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地域 番号 広域枠 計画事業名

平成18年度～27年度
　計画額（10年間）

実施状況
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（事業名の変更または事業内容組み換えによるもの）

未実施または事業を取り止めた場合などの
理由

事業費 事業費

大東 56 ○ 公有林整備事業 75,600 ○継続中 一関№42に統合

大東 57 大東フレンドパーク整備事業 15,000 ■未実施 今後の利用ニーズを勘案し、事業実施を検討

大東 58 介護老人福祉施設改築事業 200,000 ◎完了 H17年度に完了

7,011,533 7,864,811大東地域　計
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新市建設計画事業【一般会計分】進捗状況一覧（Ｈ18～26年度実績）
（単位：千円） 【↓◎完了：事業が完了、〇継続中：事業が継続中、▲一部完了：事業を休止、■未実施：未実施または取り止め】

平成18年度～26年度
実績額（９年間）

地域 番号 広域枠 計画事業名

平成18年度～27年度
　計画額（10年間）

実施状況
実施した主な事業名

（事業名の変更または事業内容組み換えによるもの）

未実施または事業を取り止めた場合などの
理由

事業費 事業費

千厩 1 千厩町地域再生推進事業 336,000 123,846 ○継続中

酒のくら交流施設活用整備事業
千厩川河川改修事業
花の駅整備事業
ふれあいの道づくり推進事業
石堂コミュニティ公園整備事業

千厩 2 ○ 石堂構井田線整備事業 540,000 404,263 ◎完了 石堂構井田線道路改良事業

千厩 3 ○ 町道中駒場線整備事業 156,000 143,266 ○継続中 中駒場線道路改良事業

千厩 4 ○ 町道下駒場下木六線第２期整備事業 180,000 478,929 ○継続中 １・２級、その他市道道路改良事業（千厩地域）
１・２級、その他市道道路改良事業で、優先順位
をつけて実施

千厩 5 小梨保育所新築事業 100,000 129,080 ◎完了
小梨保育園建設事業
　千厩№6　公共用地再利用促進事業を統合

千厩 6 公共用地再利用促進事業 7,500 ◎完了
千厩№5へ統合（小梨保育園建設事業分）
千厩№12へ統合（奥玉保育園改築事業分）

千厩 7 県単急傾斜地崩壊対策事業町負担金（舘山の2地区） 20,000 13,673 ◎完了
急傾斜地崩壊対策事業（千厩地域）
　千厩№8　県単急傾斜地崩壊対策事業町負担金（下駒場地区）を統合

千厩 8 県単急傾斜地崩壊対策事業町負担金（下駒場地区） 4,000 ◎完了 千厩№7へ統合

千厩 9
農村総合整備統合補助事業千厩川崎地区（神子ノ沢排水
路整備）

9,000 12,120 ◎完了 団体営農村総合整備統合事業千厩川崎地区（神子ノ沢地区）

千厩 10 ○ 浄化槽整備推進に係るPFI導入調査事業 10,000 765 ◎完了 浄化槽整備促進に係るPFI導入調査事業

千厩 11 磐清水児童館新築工事 80,000 4,824 ◎完了 磐清水児童館耐震補強工事
耐震改修に事業変更（磐清水児童館耐震補強
工事）

千厩 12 奥玉保育所新築工事 120,000 149,799 ◎完了
奥玉保育園改築事業
　千厩№6　公共用地再利用促進事業を統合

千厩 13 公営住宅建設事業（神ノ田地区他） 188,300 ■未実施 市営住宅建設事業（千厩）事業として検討中

千厩 14 奥玉小校舎及び屋体耐震診断業務 5,455 13,612 ◎完了 奥玉小学校校舎及び屋体耐震診断業務

千厩 15 磐清水体育館改修事業 21,000 24,992 ◎完了 磐清水体育館改修事業

千厩 16
農村総合整備統合補助事業千厩川崎地区（防火水槽整
備）

5,000 4,950 ◎完了 団体営農村総合整備統合事業千厩川崎地区（小山地区防火水槽）

千厩 17
農村総合整備統合補助事業千厩川崎地区（集落水辺環境
整備）

10,000 15,748 ◎完了 団体営農村総合整備統合事業千厩川崎地区（おくたま親水公園）

千厩 18 経営体育成基盤整備事業創設用地取得事業 12,000 15,066 ◎完了 経営体育成基盤整備事業創設用地取得事業（奥玉地区）
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新市建設計画事業【一般会計分】進捗状況一覧（Ｈ18～26年度実績）
（単位：千円） 【↓◎完了：事業が完了、〇継続中：事業が継続中、▲一部完了：事業を休止、■未実施：未実施または取り止め】
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未実施または事業を取り止めた場合などの
理由

事業費 事業費

千厩 19 消防ポンプ車購入事業 40,800 50,100 ○継続中 消防団車両等更新整備事業（ポンプ自動車）

千厩 20 小型消防ポンプ付積載車購入事業 22,400 14,206 ○継続中 消防団車両等更新整備事業（小型動力ポンプ付積載車）

千厩 21 合併処理浄化槽設置整備事業 8,760 176,847 ○継続中 浄化槽設置整備事業（個人設置型）

千厩 22 奥玉小学校校舎改修事業 200,000 51,427 ◎完了 学校校舎改修事業（奥玉小　校舎）

千厩 23 磐清水小学校校舎改修事業 100,000 9,315 ▲一部完了 学校耐震補強等事業（磐清水小　校舎） 学校統合を検討中

千厩 24 千厩小学校体育館改修事業 50,000 11,462 ◎完了 学校耐震補強等事業（千厩小　屋内運動場）

千厩 25 千厩小学校校舎改修事業 246,500 49,112 ◎完了 学校耐震補強等事業（千厩小　校舎）

千厩 26 消防屯所建築事業 76,800 62,125 ○継続中 消防拠点施設整備事業（屯所）

千厩 27 スク－ルバス更新事業 65,000 ■未実施 学校統合と併せ実施予定

千厩 28 庁舎設備等改修事業 23,800 23,857 ◎完了 千厩支所庁舎空調設備改修事業

千厩 29 畜産担い手育成総合整備事業 351,256 73,625 ◎完了 畜産担い手育成総合整備事業

千厩 30 大登地区水田農業排水対策事業（調査設計） 2,000 ◎完了 千厩№31に統合

千厩 31 大登地区基盤整備促進事業 63,000 76,481 ◎完了
団体営基盤整備促進事業（大登地区）
　千厩№30　大登地区水田農業排水対策事業（調査設計）
　千厩№32　大登地区水田農業排水対策事業　を統合

千厩 32 大登地区水田農業排水対策事業 19,100 ◎完了 千厩№31に統合

千厩 33 浦ノ沢地区水田農業排水特別対策事業（調査委託） 2,000 27,184 ◎完了 県営排水対策特別事業（浦ノ沢地区）

千厩 34 浦ノ沢地区基盤整備促進事業 85,000 70,305 ◎完了 団体営基盤整備促進事業（浦ノ沢地区）

千厩 35 浦ノ沢地区水田農業排水特別対策事業 25,400 ◎完了 県営農業農村整備計画調査事業（浦ノ沢地区）

千厩 36 老朽ため池整備事業 6,000 6,576 ○継続中 小規模基盤整備事業補助金

千厩 37 町道中ノ沢線整備事業 35,000 41,092 ◎完了 中ノ沢線整備事業
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新市建設計画事業【一般会計分】進捗状況一覧（Ｈ18～26年度実績）
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事業費 事業費

千厩 38 千厩中学校校庭等整備事業 40,000 625,310 ◎完了 駒場スポーツ交流公園整備事業 用途を公園に変更

3,267,071 2,903,957千厩地域　計
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新市建設計画事業【一般会計分】進捗状況一覧（Ｈ18～26年度実績）
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事業費 事業費

東山 1 図書館・文化創造センター施設整備事業 1,310,000 1,052,878 ◎完了 地域交流センター整備事業（文化センター・公民館・図書館）

東山 2 ○ （新）丸木・舞川線道路改良舗装事業 560,000 272,463 ○継続中
丸木・舞川線道路改良事業
※合併後広域枠に変更

東山 3 公営住宅建設事業（山谷団地） 585,500 573,537 ◎完了 市営住宅建設事業（山谷団地）

東山 4 町道滝ノ沢下ノ橋線舗装事業 30,000 59,925 ◎完了 市道滝ノ沢下ノ橋線舗装事業

東山 5 ○ 都市計画道路　松川駅舘下線（西前橋下流） 240,000 150,989 ○継続中 松川駅舘下線道路改良事業（西前橋下流・松川バイパス）

東山 6 林道夏山線用地取得及び立木補償事業 12,000 17,901 ◎完了 林道夏山線用地取得事業

東山 7 森林保全整備促進事業 14,000 4,463 ○継続中
民有林間伐等促進事業
森林総合整備事業費補助金（Ｈ27～事業名変更）

東山 8 ○ 松林健全化整備事業 115,000 ○継続中 一関№45に統合

東山 9 ○ 唐梅館絵巻事業 40,000 18,000 ○継続中 H20年度までは地域枠とし、Ｈ21年度以降は広域枠に変更

東山 10 ○ 公有林整備事業 40,000 ○継続中 一関№42に統合

東山 11 町道本町橋柴宿線災害防除事業 10,000 ■未実施 事業内容を見直し

東山 12 ○ 都市計画道路　松川駅舘下線（十二木橋架替） 83,400 145,025 ◎完了

東山 13 柴宿駅踏切拡幅事業 100,000 ■未実施 構造上、実施が不可能のため中止

東山 14 特別養護老人ホームやすらぎ荘増築事業 209,000 ■未実施 社会福祉法人に施設を無償譲渡

東山 15 町道等改良舗装事業 101,000 399,064 ○継続中
1・2級・その他市道道路改良舗装事業
道路維持修繕事業（東山）

東山 16 唐梅館総合公園施設整備事業 270,000 ■未実施
社会情勢の変化により、合宿施設整備の必要性
が低くなった

東山 17 〇 学校給食センター整備事業 160,000 ■未実施 大東№13に統合

東山 18 ○ 道の駅ひがしやま整備事業 76,000 ■未実施 整備予定地が他の用途に使用されたため

東山 19 菅公夫人の墓周辺整備事業 10,000 ■未実施
地域協議会で実施しないこととした（簡易水道の
整備により、事業の一部実施の可能性はある）
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新市建設計画事業【一般会計分】進捗状況一覧（Ｈ18～26年度実績）
（単位：千円） 【↓◎完了：事業が完了、〇継続中：事業が継続中、▲一部完了：事業を休止、■未実施：未実施または取り止め】

平成18年度～26年度
実績額（９年間）

地域 番号 広域枠 計画事業名

平成18年度～27年度
　計画額（10年間）

実施状況
実施した主な事業名

（事業名の変更または事業内容組み換えによるもの）

未実施または事業を取り止めた場合などの
理由

事業費 事業費

3,965,900 2,694,245東山地域　計
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新市建設計画事業【一般会計分】進捗状況一覧（Ｈ18～26年度実績）
（単位：千円） 【↓◎完了：事業が完了、〇継続中：事業が継続中、▲一部完了：事業を休止、■未実施：未実施または取り止め】

平成18年度～26年度
実績額（９年間）

地域 番号 広域枠 計画事業名

平成18年度～27年度
　計画額（10年間）

実施状況
実施した主な事業名

（事業名の変更または事業内容組み換えによるもの）

未実施または事業を取り止めた場合などの
理由

事業費 事業費

室根 1 経営体育成基盤整備事業(若原地区） 19,500 6,212 ◎完了

室根 2 ため池等整備事業　有切地区 8,800 11,198 ◎完了

室根 3 新農業水利システム保全対策事業　折壁地区 6,000 7,600 ◎完了

室根 4 村道向山線道路改良舗装工事 115,600 121,533 ◎完了
市道千刈田向山線道路改良事業
1・2級・その他市道道路改良舗装事業

室根 5 村道月山下二本木線道路改良舗装工事 270,000 351,594 ○継続中 1・2級・その他市道道路改良舗装事業

室根 6 村道小梨線道路改良舗装工事 322,000 104,006 ◎完了

室根 7 ○ 室根バイパス道の駅及び商業地整備事業 400,000 11,811 ○継続中 農林水産物直売・食材提供供給施設整備事業

室根 8 庁舎内図書館スペース改造事業 28,000 31,625 ◎完了

室根 9 森林整備事業「ひこばえの森」森林交流公園整備事業 20,000 ■未実施 計画変更による

室根 10
新山村振興等農林漁業特別対策事業　地域資源活用総合
交流促進施設

30,000 ■未実施 計画変更による

室根 11 村道本町天王前線（三峯）道路改良舗装工事 39,200 37,205 ○継続中 1・2級・その他市道道路改良舗装事業

室根 12 村道本町天王前線（天王前工区）道路改良舗装工事 84,000 67,978 ○継続中 1・2級・その他市道道路改良舗装事業

室根 13 村道笠松線道路改良舗装工事 59,500 89,896 ○継続中 1・2級・その他市道道路改良舗装事業

室根 14 村道第二向山線道路改良舗装工事 255,700 67,900 ○継続中 1・2級・その他市道道路改良舗装事業

室根 15 村道清水横沢川線道路改良舗装工事 433,200 396,796 ◎完了

室根 16 村道松原萩倉線道路改良舗装工事 110,000 ■未実施 室根バイパス関連路線の整備を優先

室根 17 新山村振興等農林漁業特別対策事業集落道　浜横沢南線 120,000 ■未実施 室根バイパス関連路線の整備を優先

室根 18 消防防災施設整備事業（防火水槽） 68,000 48,239 ○継続中

室根 19
消防防災施設整備事業（消防ポンプ自動車、小型ポンプ積
載車、小型ポンプ）

15,000 21,142 ○継続中
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新市建設計画事業【一般会計分】進捗状況一覧（Ｈ18～26年度実績）
（単位：千円） 【↓◎完了：事業が完了、〇継続中：事業が継続中、▲一部完了：事業を休止、■未実施：未実施または取り止め】

平成18年度～26年度
実績額（９年間）

地域 番号 広域枠 計画事業名

平成18年度～27年度
　計画額（10年間）

実施状況
実施した主な事業名

（事業名の変更または事業内容組み換えによるもの）

未実施または事業を取り止めた場合などの
理由

事業費 事業費

室根 20 消防防災施設整備事業（拠点施設） 24,000 99,915 ○継続中

室根 21 消防防災施設整備事業（ホース乾燥塔） 5,760 8,866 ◎完了

室根 22 ○ 村有林整備事業 110,000 ○継続中 一関№42に統合

室根 23 ○ 村有林整備事業（流域公益保全林整備事業） 25,600 ○継続中 一関№42に統合

室根 24 ○ テレビ共同受信施設設置事業（釘子地区） 72,930 ○継続中 一関№4に統合

室根 25 ○ テレビ共同受信施設設置事業（古金生地区） 2,640 ○継続中 一関№4に統合

室根 26 ○ テレビ共同受信施設設置事業（西の沢） 6,600 ○継続中 一関№4に統合

室根 27 村道里返線道路改良舗装工事 100,000 ■未実施 室根バイパス関連路線の整備を優先

室根 28 村道梅木上前木線道路改良工事 130,000 202,510 ◎完了

室根 29 村道八幡線道路改良舗装工事 49,000 94,560 ◎完了

室根 30 村道室根線道路改良舗装工事 50,000 ■未実施 用地取得が困難

室根 31 ○ 樹種転換事業 45,600 ○継続中 一関№42に統合

室根 32 室根中学校耐震診断・改修事業（校舎） 124,000 65,949 ◎完了

室根 33 折壁小学校耐震診断（校舎・屋内運動場） 4,000 6,102 ◎完了

室根 34 家畜導入事業資金供給事業 18,400 1,840 ◎完了

室根 35 畜産担い手育成総合整備事業 211,630 128,469 ◎完了

室根 36 防災行政用無線施設設置 236,000 6,993 ○継続中 防災行政情報システム整備事業等 一関№28に統合

室根 37 林道木々出線改良事業 30,000 34,823 ◎完了

室根 38 いわい地方森林資源活用促進基地整備事業 100,000 ■未実施 計画変更による
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新市建設計画事業【一般会計分】進捗状況一覧（Ｈ18～26年度実績）
（単位：千円） 【↓◎完了：事業が完了、〇継続中：事業が継続中、▲一部完了：事業を休止、■未実施：未実施または取り止め】

平成18年度～26年度
実績額（９年間）

地域 番号 広域枠 計画事業名

平成18年度～27年度
　計画額（10年間）

実施状況
実施した主な事業名

（事業名の変更または事業内容組み換えによるもの）

未実施または事業を取り止めた場合などの
理由

事業費 事業費

室根 39 村道田中歌戸線道路改良舗装工事 20,000 14,834 ◎完了

3,770,660 2,039,596室根地域　計
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新市建設計画事業【一般会計分】進捗状況一覧（Ｈ18～26年度実績）
（単位：千円） 【↓◎完了：事業が完了、〇継続中：事業が継続中、▲一部完了：事業を休止、■未実施：未実施または取り止め】

平成18年度～26年度
実績額（９年間）

地域 番号 広域枠 計画事業名

平成18年度～27年度
　計画額（10年間）

実施状況
実施した主な事業名

（事業名の変更または事業内容組み換えによるもの）

未実施または事業を取り止めた場合などの
理由

事業費 事業費

川崎 1 ○ 保全松林緊急保護整備事業 108,000 ○継続中 一関№45に統合

川崎 2 小学校舎耐震対策事業 23,150 121,033 ◎完了 小学校舎耐震対策事業（薄衣小・門崎小）

川崎 3 経営体育成基盤整備事業(門崎地区)負担金 132,200 96,666 ◎完了

川崎 4 新鶴巻橋取付道路新設事業（仮称：村道川停２号線） 50,000 45,721 ◎完了

川崎 5 門崎駅前開発事業 153,000 ◎完了
川崎№21に統合
地元協議の結果、公園として整備する方向とな
り、川崎あじさい公園整備事業として実施

川崎 6 門崎保育所建て替え事業 115,200 ■未実施 平成23年度閉園

川崎 7 消防自動車等更新整備事業 71,040 52,871 ○継続中 消防ポンプ自動車更新整備事業、小型動力ポンプ積載車等更新整備事業

川崎 8 防火水槽設置整備事業 45,150 17,615 ○継続中

川崎 9 消防船整備事業 2,140 3,333 ◎完了 災害時救助用ゴムボート更新事業（H26年度完了）

川崎 10 消防屯所等整備事業 21,000 51,224 ○継続中
消防防災拠点整備事業
非常備消防施設整備事業

川崎 11 〇 防犯灯設置事業 2,370 ○継続中 一関№62に統合

川崎 12 公共施設下水道接続事業 30,000 35,103 ◎完了

川崎 13 県営畑地帯総合整備事業負担金 15,000 9,899 ◎完了

川崎 14 林道三島線整備事業 60,000 42,400 ◎完了

川崎 15 村道三島５号線整備事業 35,000 38,001 ◎完了

川崎 16 村道西線整備事業 36,000 ◎完了 道路維持修繕事業(川崎地域)

川崎 17 村道高成線整備事業 240,000 390,206 ◎完了 市道高成線道路整備事業（H26年度完了）

川崎 18 学校給食センター整備事業 245,900 ◎完了 一関№12に統合

川崎 19 川崎中学校校庭等整備事業 31,600 ◎完了 川崎№20に統合
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新市建設計画事業【一般会計分】進捗状況一覧（Ｈ18～26年度実績）
（単位：千円） 【↓◎完了：事業が完了、〇継続中：事業が継続中、▲一部完了：事業を休止、■未実施：未実施または取り止め】

平成18年度～26年度
実績額（９年間）

地域 番号 広域枠 計画事業名

平成18年度～27年度
　計画額（10年間）

実施状況
実施した主な事業名

（事業名の変更または事業内容組み換えによるもの）

未実施または事業を取り止めた場合などの
理由

事業費 事業費

川崎 20 川崎中学校改築（建て替え）事業 1,106,000 1,323,994 ◎完了
川崎中学校整備事業
　川崎№19　川崎中学校校庭等整備事業を統合

川崎 21 ○ 砂鉄川河川公園整備事業 20,000 20,941 ◎完了
川崎あじさい公園整備事業（Ｈ26年度完了）
　川崎№5　門崎駅前開発事業を統合

川崎 22 かんがい排水事業藤崎地区揚水施設管理費補助金 37,604 26,170 ○継続中

川崎 23 経営構造対策事業 43,750 13,958 ◎完了
認定農業者担い手育成対策事業
新いわて農業担い手支援総合対策事業

川崎 24 町裏地区駐車場等整備事業 53,000 ■未実施 支所庁舎改築場所が現庁舎敷地となったため

川崎 25 川崎支所整備事業 216,000 193,183 ○継続中

川崎 26 障害者作業所拠点整備事業 7,000 ○継続中 いちのせき元気な地域づくり事業（Ｈ24～26年度）で作業所を整備

川崎 27 村道上の台線整備事業 100,000 50,095 ○継続中 1.2級 その他市道 道路改良事業（川崎地域）

川崎 28 村道銚子線整備事業 20,000 ■未実施
整備路線の優先順位変更（小学校統合路線）に
よる

川崎 29 日向線道路整備事業 20,000 3,494 ◎完了

3,040,104 2,535,907川崎地域　計
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新市建設計画事業【一般会計分】進捗状況一覧（Ｈ18～26年度実績）
（単位：千円） 【↓◎完了：事業が完了、〇継続中：事業が継続中、▲一部完了：事業を休止、■未実施：未実施または取り止め】

平成18年度～26年度
実績額（９年間）

地域 番号 広域枠 計画事業名

平成18年度～27年度
　計画額（10年間）

実施状況
実施した主な事業名

（事業名の変更または事業内容組み換えによるもの）

未実施または事業を取り止めた場合などの
理由

事業費 事業費

室根
高原

1 ○ 畜産担い手育成総合整備事業 162,162 106,477 ◎完了 畜産担い手育成総合整備事業

共通 2 ○ 情報ネットワーク整備事業（本庁・支所間回線借り上げ） 71,920 ○継続中 一関№4に統合

共通 3 ○ 自主防災組織結成育成事業 5,020 75,774 ○継続中
自主防災組織結成育成事業
自主防災組織活動助成金
　共通№4　自主防災組織リーダー育成事業を統合

共通 4 ○ 自主防災組織リーダー育成事業 3,254 ○継続中 共通№3に統合

共通 5 ○ 住民普及事業（消防防災に関する知識普及） 11,360 2,552 ○継続中
となりきんじょ防災会議の日制定普及事業
防災知識の普及啓発事業

共通 6 ○ 総合型防災訓練事業 3,000 1,838 ○継続中 緊急消防援助隊合同訓練会場路盤補強工事

共通 7 ○ グリーンマスター育成事業 8,000 ■未実施
合併市町村自立支援交付金活用事業の候補と
して計画に登載したが、交付金事業として未実
施他の事業へ移行

共通 8 ○ 農業経営指導マネージャー支援事業 45,000 122,352 ○継続中
担い手育成対策事業(農業経営指導員支援事業)
地域活動支援人材確保推進事業
地域づくり活動支援員設置事業

共通 9 ○ 地域コーディネーター養成事業（まちづくり分野） 7,500 ○継続中

一関市地域おこし事業
市民協働推進事業
市民活動推進事業
※個別事業として事業費を特定していないため、実績未集計

合併市町村自立支援交付金活用事業の候補と
して計画に登載したが、交付金事業として未実
施他の事業へ移行

共通 10 ○ 新市ふるさと学習塾開催事業 16,600 ■未実施 個別事業として事業費を特定していないため、実績未集計
合併市町村自立支援交付金活用事業の候補と
して計画に登載したが、交付金事業として未実
施他の事業へ移行

共通 11 ○ 合併記念特別展 13,500 15,717 ◎完了 博物館　合併記念展開催事業

共通 12 ○ 文化財の悉皆調査事業 14,000 ○継続中 個別事業として事業費を特定していないため、実績未集計
合併市町村自立支援交付金活用事業の候補と
して計画に登載したが、交付金事業として未実
施他の事業へ移行

共通 13 ○ 県指定化促進薄衣城址範囲確認調査事業 7,000 ■未実施
合併市町村自立支援交付金活用事業の候補と
して計画に登載したが、事業の見直しにより未
実施

共通 14 ○ 新市交流音楽祭（こども音楽祭含む） 18,500 9,834 ◎完了 新一関市誕生一周年記念、第10回いちのせき第九演奏会開催事業負担金

共通 15 ○ 新市交流歴史文化事業 95,500 ■未実施 個別事業として事業費を特定していないため、実績未集計
合併市町村自立支援交付金活用事業の候補と
して計画に登載したが、交付金事業として未実
施他の事業へ移行

共通 16 ○ 新市交流民俗芸能祭 25,000 2,704 ○継続中
郷土芸能活動費補助金
郷土芸能活動事業費補助金

共通 17 ○ 学びチャレンジガイド発行・生涯学習事業 11,000 ■未実施 個別事業として事業費を特定していないため、実績未集計
合併市町村自立支援交付金活用事業の候補と
して計画に登載したが、交付金事業として未実
施他の事業へ移行

共通 18 ○ 図書館システム統一事業 114,000 138,984 ○継続中

図書館システム統一事業
一関地区図書館ネットワーク事業
図書館資料ＩＣタグ導入事業
図書館配送システム整備事業
市立図書館有料データベース導入事業
図書館システム更新事業
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新市建設計画事業【一般会計分】進捗状況一覧（Ｈ18～26年度実績）
（単位：千円） 【↓◎完了：事業が完了、〇継続中：事業が継続中、▲一部完了：事業を休止、■未実施：未実施または取り止め】

平成18年度～26年度
実績額（９年間）

地域 番号 広域枠 計画事業名

平成18年度～27年度
　計画額（10年間）

実施状況
実施した主な事業名

（事業名の変更または事業内容組み換えによるもの）

未実施または事業を取り止めた場合などの
理由

事業費 事業費

共通 19 ○ 学校図書館ネットワーク事業 48,000 5,901 ○継続中 学校・市立図書館図書共有化事業

共通 20 ○ 図書館ボランティア養成事業 3,300 ◎完了 個別事業として事業費を特定していないため、実績未集計

共通 21 ○ 新市ふるさと発見ツアー開催事業 2,470 ■未実施
合併市町村自立支援交付金活用事業の候補と
して計画に登載したが、交付金事業として未実
施他の事業へ移行

共通 22 ○ 市民活動（NPO活動）支援事業 10,000 7,811 ○継続中

一関市地域おこし事業
市民協働推進事業
ＮＰＯ中間支援事業
市民活動推進事業

個別事業として事業費を特定していないため、実績未集計

合併市町村自立支援交付金活用事業の候補と
して計画に登載したが、交付金事業として未実
施他の事業へ移行

共通 23 ○ 地域活動支援事業（地元学活動等） 10,000 ■未実施 個別事業として事業費を特定していないため、実績未集計
合併市町村自立支援交付金活用事業の候補と
して計画に登載したが、交付金事業として未実
施他の事業へ移行

共通 24 ○ 総合型地域スポーツクラブ育成事業 10,000 28 ○継続中 総合型地域スポーツクラブ育成事業

共通 25 ○ （仮称）新市振興基金積み立て（特例債による基金造成） 500,000 3,500,000 ○継続中 一関市地域振興基金造成

1,216,086 3,989,972

54,125,324 65,112,835

共通分
【全地域】　計

合　　　計
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平成 28 年２月 24 日（水） 

第 10 回総合計画審議会【資料№41】 

1 

総合計画審議会委員からの意見等への回答 

審議会委員からの意見等 

【資料№36】一関市過疎地域自立促進計画（案）について 

○ 計画の修正ではなく、今後、計画を推進するに当たっての意見 

５ 高齢者等の保健及び福祉の向上及び増進 

30 ページ、カ 障がい者（児）福祉 ③に「ユニバーサルデザインの推進」とあるが、 

ユニバーサルデザインの採用に当たっては、市民の声をもっと取り入れる工夫が必要な

のではないか。例えば、色使い、肌触り、風合い等街並みに合ったデザインを市民の投票

などでいくつかの候補から選ぶなどいろいろな方法が考えられる。 

意見・質問に対する回答【担当課：福祉課】 

 ご意見として承ります。

ユニバーサルデザインを推進するにあたり、提案いただいた方法については参考としてま

いります。 


